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医政局 令和７年度予算案の概要

（注２）東日本大震災復興特別会計に計上。

医療計画等に基づく医療体制・歯科保健医療の推進
及びかかりつけ医機能が発揮される制度の施策の推進

次なる感染症危機に備えた体制強化及び医療の国際展開の推進

１．将来の医療需要等を見据えた医療提供体制の整備・強化 ２．創薬力強化に向けたイノベーションの推進と医薬品等の安定供給確保

３．医療ＤＸの推進

有望なシーズの医薬品・医療機器等への実用化の促進

国際競争力のある治験環境の整備

ドラッグラグ・ドラッグロスの解消

４４．４億円（３７．５億円）

３０．３億円（３１．１億円）

５７５．０億円（５６１．８億円）

１１１．３億円（４９．７億円） ４．各種施策

・国立ハンセン病療養所における良好な療養環境の整備 ３０９．６億円（ ３０３．９億円）
・東日本大震災からの第２期復興・創生期間における地域医療の再生支援（注２）

３４．９億円（ ２１．３億円） 等

・保健医療情報利活用推進関連事業 ５．３億円（ ５．３億円）
・医療機関におけるサイバーセキュリティ確保事業 １１．０億円（ ０億円） 等

・創薬基盤強化支援事業（医療系ベンチャー育成支援事業） ９．３億円（ ４．４億円）

・クリニカル・イノベーション・ネットワーク(ＣＩＮ)構想の推進 ３０．７億円（３１．７億円） 等

・医療技術実用化総合促進事業 ２６．６億円（２８．２億円） 等

かかりつけ医機能が発揮される制度の施策の推進、災害/小児・周産期医療体制の推進、へき地保健医療
対策の推進、ドクターヘリ等の救急医療体制の推進、在宅医療の推進、歯科口腔保健・歯科医療提供体
制の推進、特定行為に係る看護師の研修制度の推進、医療安全の推進 等

・個人防護具の備蓄等事業 ・医療の国際展開の推進 ・外国人患者の受入環境の整備 等

医療ＤＸの推進 ２５．７億円（１３．９億円）

医師の地域間・診療科間偏在の
解消など医師偏在対策等の推進

医師・医療従事者の働き方改革の推進

一体的に推進
総合的な医療提供体制改革を実施

１１３．８億円（１１３．１億円）
１２３．９億円（１２２．０億円）

・勤務医の労働時間短縮の推進（注１）
９５．３億円（９５．３億円） 等

・医師偏在対策の推進（注１）

・専門医認定支援事業 １．５億円（１．５億円） 等

・地域医療介護総合確保基金 ６１３億円（７３３億円） ＋ 令和６年度補正予算 ５８５億円

・地域医療構想の実現に向けた医療機能分化・連携支援 ２．０億円（１．７憶円）
・入院・外来機能の分化・連携推進等に向けたデータ収集・分析事業 ３．９億円 （３．９億円）
・地域医療提供体制データ分析チーム構築支援事業 １．０億円（０．０億円） 等

予算案額 1,7９４.２ 億円（1,803.３億円）
【2,381.０億円】

研究開発によるイノベーションの推進
・臨床研究法推進事業 ０．１億円（ ０億円）
・がん・難病の全ゲノム解析等の推進事業 １３．０億円（１５．６億円） 等

１８．７億円（２２．１億円）

○今後も人口減少、高齢化が続く中、将来の医療需要を見据えつつ、新型コロナウイルス感染症のような新興感染症等や自然災害など緊急事態が発生した際にも機動
的・弾力的に対応できるような質の高い効率的な医療提供体制を整備・強化する。医師偏在対策及び医師・医療従事者の働き方改革など各種施策を一体的に推進する。

○我が国の医薬品産業、医療機器産業の競争力強化に向けた取り組みを推進していくことは不可欠であり、魅力のある環境づくりを通じて創薬力の強化及び国際競争力
の強化を図る。後発医薬品においては、生産性の向上、人材の育成等ガバナンスの強化、業界再編や企業間の連携・協力の推進を行う。

○医療DXを通じたサービスの効率化・質の向上を実現することにより、国民の保健医療の向上を図るとともに、最適な医療を実現するための基盤整備を推進する。

医薬品等の安定供給の推進
・医薬品の供給情報等の把握等の体制整備等事業 ２．２億円（ ０億円） 等

３．６億円（０．６億円）

※（ ）内は令和６年度当初予算額、【 】内は令和６年度補正予算額

※デジタル庁計上分含む。 ※項目間で一部経費の重複あり。
※金額は令和７年度予算案、（ ）内は令和６年度当初予算額、 内は令和６年度補正予算額

・医療分野の生産性向上・職場環境改善等による更なる賃上げ等の支援 ８２７．９億円

・重点医師偏在対策支援区域（仮称）における
診療所の承継・開業支援事業 １０１．６億円（再掲）

・総合的な診療能力を持つ医師養成の推進事業
１．１億円 等

・看護現場におけるデジタルトランスフォーメーション効果
検証事業 ２．８億円
・ICT機器を活用した勤務環境改善の先駆的取組を行うモ
デル医療機関調査支援事業 ２６．０億円 等

地域医療構想の実現に向けた取組の推進 ６２０．０億円（７３８．７億円）

・アジア諸国等における外国医療人材育成促進事業 ２．９億円 ・新興感染症対応力強化事業 ８５．２億円

（注１）地域医療介護総合確保基金の内数。

・優れた医療機器の創出に係る産業振興拠点強化事業 ７．７億円
・創薬エコシステム発展支援事業 ３０．０億円 ・創薬クラスターキャンパス整備事業 ７０．０億円 等

・新規モダリティ対応ヒト初回投与試験（ＦＩＨ）体制整備等事業 ７．９億円
・国際共同治験ワンストップ相談窓口事業 ２．７億円 等

・未承認薬等迅速解消促進調査事業 ０．６億円 等

０．３億円（０．０億円）

・後発医薬品の安定供給等に向けた産業構造改革 ７０．０億円
・バイオ後続品の国内製造施設整備のための支援事業 ６５．０億円
・足元の供給不安へ対応するための医薬品の増産体制整備に係る緊急支援 ２０億円
・医療上必要不可欠な医薬品等の安定供給を図るための支援 ６．６億円 等

・保健医療情報拡充システム開発事業 ５．５億円 ・全国医療情報プラットフォーム開発事業 ６０．２億円
・標準型電子カルテα版整備事業 ８．７億円 等

・医療施設等の耐災害性強化 ３８．５億円 等

・小児医薬品開発支援体制強化事業 ０．３億円

補正予算
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補正
予算

補正
予算

補正
予算

補正
予算

・医療需要等の変化を踏まえた医療機関に対する支援 ４２８．２億円
・出生数・患者数の減少等を踏まえた産科・小児科の支援 ５５．１億円
・重点医師偏在対策支援区域(仮称)における診療所の承継・開業支援事業 １０１．６憶円

＋

補正予算

Ⅱ-理1



 

 

令和７年度 予算案の概要 

（厚生労働省医政局） 
 

 
令和７年度 予算案（Ａ） １，７９４億２３百万円 
〔うち、東日本大震災復興特別会計 ３４億９４百万円〕 
令和６年度 補正予算（Ｂ） ２，３８１億０５百万円 
 
（Ａ）＋（Ｂ）＝ ４，１７５億２８百万円 

 
令和６年度 予算額（Ｃ） １，８０３億３５百万円 
〔うち、東日本大震災復興特別会計 ２１億２８百万円〕 

 
（Ａ）－（Ｃ） ▲９億１２百万円 

（対前年度比：９９．５％） 
（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） ２，３７１億９３百万円 

（対前年度比：２３１．５％）    
（注） 計数には、厚生労働科学研究費補助金等は含まない。 

（注） デジタル庁計上予算として令和７年度予算案に１４億２９百万円が、令和６年度当初予算に１６

億２４百万円が、令和６年度補正予算額に６７億８６百万円がそれぞれ含まれている。 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 
 
１．将来の医療需要等を見据えた医療提供体制の整備・強化 
・地域医療構想の実現に向けた取組の推進 ６２０．０億円 
・医療計画等に基づく医療体制の推進及びかかりつけ医機能が発揮される制度 
の施策の推進 ５７５．０億円 

・医師の地域間・診療科間偏在の解消など医師偏在対策等の推進 １２３．９億円 
・医師・医療従事者の働き方改革の推進 １１３．８億円 
・感染症対策の体制強化、国際保健への戦略的取組 １１１．３億円 
 
２．創薬力強化に向けたイノベーションの推進と医薬品等の安定供給確保 
・有望なシーズの医薬品・医療機器等への実用化の促進 ４４．４億円 
・国際競争力のある治験環境の整備 ３０．３億円 
・ドラッグラグ・ドラッグロスの解消 ０．３億円 
・研究開発によるイノベーションの推進 １８．７億円 
・医薬品等の安定供給の推進 ３．６億円 

 
３．医療ＤＸの推進 ２５．７億円 

 

令和７年度予算案における主な施策 

Ⅱ-理2



 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  

 

○ 医療分野の更なる賃上げの支援、物価高騰等への対応及び医師偏在是正に向けた

対策の推進 １，４２０億円 
・医療需要等の変化を踏まえた医療機関に対する支援 ４２８億円 
・出生数・患者数の減少等を踏まえた産科・小児科の支援 ５５億円 
・医療分野の生産性向上・職場環境改善等による更なる賃上げ等の支援 ８２８億円 
・重点支援地方交付金［内閣府計上予算］ 
 ※厚生労働省から各都道府県に対して、医療機関に対する物価高騰への支援として活用いただくよう事務連絡を発出。 

・重点医師偏在対策支援区域（仮称）における診療所の承継・開業支援事業 １０２億円 
等 

○ 創薬力強化に向けたイノベーションの推進、医薬品等の安定供給確保 ３４０億円 
・創薬エコシステム・創薬クラスターの発展支援 １００億円 
・ファースト・イン・ヒューマン（ＦＩＨ）試験実施体制の整備 ７．９億円 
・国際共同治験のためのワンストップ窓口の設置 ２．７億円 
・後発医薬品の安定供給等に向けた産業構造改革 ７０億円 
・バイオ後続品の国内製造施設整備のための支援事業 ６５億円 
・足元の供給不安へ対応するための医薬品の増産体制整備に係る緊急支援 ２０億円 
・医療上必要不可欠な医薬品等の安定供給を図るための支援 ６．６億円 
・抗菌薬の安定供給に向けた体制整備 ３．６億円 
・革新的医療機器の創出に向けた産業振興拠点の強化 ７．７億円 

等 
○ 医療ＤＸ等の推進 １２２億円 
・全国医療情報プラットフォームの開発 ６０億円 
・電子カルテ情報等分析関連サービス構築 ６．２億円 
・医療機関におけるサイバーセキュリティ確保事業 １２億円 

等 
○ 国際保健、次なる感染症に備えた対応及び国民の安全・安心の確保 ３３７億円 
・アジア諸国等における外国医療人材育成の促進等 ４．０億円 
・次なる感染症への対応力強化に向けた体制強化等 ２４６億円 
・医療施設等の耐災害性強化 ３９億円 
・医療施設等の災害復旧費 ３３億円 

等 
 

 

令和６年度補正予算における主な施策 

Ⅱ-理3
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主要施策 

１ ．将来の医療需要等を見据えた医療提供体制の整備・強化  

 

今後も人口減少・高齢化が続く中、各地域において、将来の医療需要を見据えつつ、今般の新型コ

ロナウイルス感染症（COVID-19）のような新興感染症等や、地震災害・風水害等の自然災害など、緊

急事態が発生した際にも機動的・弾力的に対応できるような質の高い効率的な医療提供体制を整備・

構築する必要がある。 

第204回国会（令和３年常会）で成立した医療法等改正法の円滑な施行を進め、「医療計画」、「地域

医療構想」、「医師の働き方改革」、「医師偏在対策」「外来機能の明確化・連携」など各種施策を一体的

に推進するとともに、第211回国会（令和５年常会）で成立した改正医療法を踏まえ、かかりつけ医

機能が発揮される制度の円滑な施行に向けた施策を推進する。 

 

（１） 地域医療構想の実現に向けた取組の推進 

＋○補医療需要等の変化を踏まえた医療機関に対する支援 

＋○補重点医師偏在対策支援区域(仮称)における診療所の承継・開業支援事業 等 

 ６２，００２百万円（対前年▲１１，８６７百万円） 

令和６年度補正予算額 １４２，２９４百万円  
 

団塊の世代が全て75歳以上となる2025年を見据え、質が高く効率的な医療提供体制を構築して

いくため、各都道府県が策定した地域医療構想に基づく病床の機能分化・連携の推進、在宅医療等

の充実等、各種事業を着実に進めていくために必要な施策を講じる。 

各地域において、医療機能の分化・連携の議論・取組を着実に進めるとともに、取組が進められ

ている医療機関に対しては、「重点支援区域」や「病床機能再編支援」等により、重点的に支援を

行う。また、国によるモデル推進区域におけるアウトリーチの伴走支援を行う。 

さらに、新たな地域医療構想について、2026 年度に各都道府県が策定することに伴い、医療提

供体制の課題等を把握するための必要なデータ提供を行う。 

あわせて、医師偏在対策、医師派遣機能の強化など各地域の医療機能確保に必要な医師の適正配

置に向けた取組が一層進むよう必要な措置を講じる。 
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将来を見据えた地域医療構想の実現に向け、病床の機能分化・連携に関する取組と併せ

て、居宅等における医療の提供や医療従事者の確保に関する取組についても、引き続き、

地域医療介護総合確保基金による支援を行う。 

また、勤務医の働き方改革を推進するため、地域医療介護総合確保基金により、医師の

労働時間が長時間となる医療機関に対する大学病院等からの医師派遣や、医師の労働時間

短縮に取り組む医療機関に対する勤務環境改善等のための支援を行う。 
※令和６年度補正予算において、「医療需要等の変化を踏まえた医療機関に対する支援」を計上。 

 

＜地域医療介護総合確保基金の対象事業＞ 

事業区分Ⅰ-１  

地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備整備に関する事業 

公費２０，０００百万円（国１３，３３３百万円、地方６，６６７百万円） 

急性期病床から回復期病床への転換等、地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化及

び連携等について実効性のあるものとするため、医療機関が実施する施設・設備整備に対す

る助成を行う。 

事業区分Ⅰ-２  

地域医療構想の達成に向けた病床の機能又は病床数の変更に関する事業 

公費２，１６５百万円（国２，１６５百万円） 

地域医療構想の実現を図る観点から、地域医療構想調整会議等の意見を踏まえ、自主的に

行われる病床減少を伴う病床機能再編や、病床減少を伴う医療機関の統合等の取組に対する

助成を行う。 

事業区分Ⅱ  

居宅等における医療の提供に関する事業 

公費５４，４００百万円（国３６，２６７百万円、地方１８，１３３百万円）の内数 

地域包括ケアシステムの構築を図るため、在宅医療の実施に係る拠点の整備や連携体制を

確保するための支援等、在宅における医療を提供する体制の整備に対する助成を行う。 

事業区分Ⅳ  

医療従事者の確保に関する事業 

公費５４，４００百万円（国３６，２６７百万円、地方１８，１３３百万円）の内数 

医師等の偏在の解消、医療機関の勤務環境の改善、チーム医療の推進等の事業に助成する

ことにより､医師､看護師等の地域に必要な質の高い医療従事者の確保・養成を推進する。 

事業区分Ⅵ  

勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備に関する事業 

公費１４，３００百万円（国９，５３３百万円、地方４，７６７百万円） 

勤務医の働き方改革を推進するため、地域医療において特別な役割があり、かつ過酷な勤

務環境となっていると都道府県知事が認める医療機関等を対象とし、医師の労働時間短縮に

向けた総合的な取組に対して助成を行う。（勤務医の労働時間短縮の推進。） 

 

１ 
地域医療介護総合確保基金 公費 ９０，８６６百万円 

国 ６１，２９９百万円、地方 ２９，５６７百万円 
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２ 
地域医療構想の実現に向けた医療機能分化・連携支援事業 

２０１百万円 （１６８百万円） 
 

地域医療構想の実現に向け、病床の機能分化・連携の取組を推進するために、重点支援区域

や、再編を企画・検討する区域（再編検討区域）に対して、国による助言や集中的な支援を行

う。また、モデル推進区域におけるアウトリーチの伴走支援を行う。 

 

３ 
入院・外来機能の分化・連携推進等に向けたデータ収集・分析事業  

３９３百万円 （３９３百万円） 
 

病床機能の分化・連携に向けた病床機能報告及び外来機能の分化・連携に向けた外来機能

報告の集計等を引き続き実施するほか、都道府県向けの新たな地域医療構想策定支援ツール

の開発及び第８次医療計画の中間見直しに伴う医療計画策定支援ツールの更新を行う。 

 

４ 地域医療提供体制データ分析チーム構築支援事業  

１００百万円 （０百万円） 
 

各都道府県の実情に応じた地域医療提供体制の検討にあたり、各地域の実情に応じたデ

ータ分析に基づいて企画、立案できる体制を構築するため、都道府県が自らデータを分析で

きるよう必要な支援を行う。 

 

 
 

  

令和６年度補正予算 
 

 ○地域医療提供体制データ分析チーム構築支援事業 ２４０百万円 
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 人口減少や医療機関の経営状況の急変に対応する緊急的な支援パッケージ 

令和６年度補正予算額 １３１，１２０百万円  

 
効率的な医療提供体制の確保を図るため、医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化を進

める医療機関は、診療体制の変更等による職員の雇用等の様々な課題に対して負担が生じるため、

その支援を行う。 

また、現下の物価高騰を含む経済状況の変化により、地域医療構想の推進や救急医療・周産期

医療体制の確保のための施設整備等が困難となっている場合への対応を図る。 

加えて、賃上げ等のための生産性向上の取組を支援し、医療人材の確保・定着を図る。 

 
 ○医療需要等の変化を踏まえた医療機関に対する支援 ４２，８２１百万円 

効率的な医療提供体制の確保を図るため、医療需要の急激な変化を受けて病床数の適正化

を進める医療機関は、診療体制の変更等による職員の雇用等の様々な課題に対して負担が生

じるため、その支援を行う。 

また、現下の物価高騰を含む経済状況の変化により、地域医療構想の推進や救急医療・周

産期医療体制の確保のための施設整備等が困難となっている場合への対応を図る。 

 

 ○出生数・患者数の減少等を踏まえた産科・小児科の支援 ５，５０６百万円 

地域でこどもを安心して生み育てることのできる周産期医療体制及び地域の小児医療体制

を確保する。 

 

 ○医療分野の生産性向上・職場環境改善等による更なる賃上げ等の支援 

８２，７９４百万円 

賃上げ等のための生産性向上の取組を支援し、医療人材の確保・定着を図る。 
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医師偏在是正に向けた医師不足地域の診療所の承継・開業の支援、リカレント教育 

令和６年度補正予算額 １０，９３４百万円  

 

少子高齢化が進展する中、持続可能な医療提供体制の構築に向け、医師偏在の是正を総合的に

実施するため、医師少数地域の医療機関に対する支援や中堅・シニア世代等の医師を対象とした

広域マッチング支援による医師偏在是正等に取り組む。 

 

〇総合的な診療能力を持つ医師養成の推進事業 １０７百万円 

臓器別の専門的な診療に従事してきた中堅以降の医師等を主な対象として、その後のキャリア

において総合的な診療能力を持つ医師として活躍するために必要なリカレント教育等の実施に

必要な支援を行う。  

 
〇臨床研修費等補助金 １１２百万円 

令和８年度の臨床研修から開始される広域連携型プログラムの作成・調整を行うため、広域連

携型プログラムを設置する基幹型臨床研修病院のプログラム責任者等に係る経費を支援すると

ともに、臨床研修病院の質の維持・向上を図るために必要な第三者評価を受審する基幹型臨床研

修病院の受審経費を支援する。  

 
〇重点医師偏在対策支援区域（仮称）における診療所の承継・開業支援事業 

 １０，１６１百万円 

少子高齢化が進展する中、持続可能な医療提供体制の構築に向け、医師偏在の是正を総合的に

実施するため、医師少数地域の医療機関に対する支援による医師偏在是正に取り組む。 

 
〇医師偏在是正に向けた広域マッチング事業 １６１百万円 

全国的に、中堅・シニア世代等の医師を対象として、医師不足地域での医療に関心・希望を有

する医師の掘り起こしやキャリアコンサルティングを行い、必要に応じてリカレント教育や現場

体験につなぎ、医師少数地域の医療機関とのマッチング、その後の定着支援等を行うための財政

支援を行う。 

 
〇医師等働き方調査事業／長時間労働の傾向にある診療科を中心とした人材確保のための勤務環

境改善調査等事業 １９４百万円 

各医療機関における時間外・休日労働の状況や勤務環境改善に向けた取組状況等について、個

別のテーマ毎に必要な調査を行い、実態把握や課題抽出等を行う。特に長時間労働が指摘されて

いる外科系診療科を中心に、労働時間短縮にかかる総合的な取組を行う医療機関を選定し、伴走

型の具体的な支援を行いながら勤務環境の改善を推進するとともに、支援を通じて課題の抽出及

び効果的手法等の知見について調査分析を行い、好事例として横展開する。 

 
〇大学における恒久定員内地域枠設置促進事業 ２００百万円 

都道府県の地域医療支援センターにおけるキャリア形成プログラム等の取組と連携しながら、

地域枠学生を受入れ育成する大学において、恒久定員内への地域枠の設置等を含む地域への定着

の取組を促進させるための補助を行う。 
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（２） 医療計画等に基づく医療体制の推進及びかかりつけ医機能が発揮される制度

の施策の推進 

５７，５０３百万円（対前年１，３２０百万円） 

令和６年度補正予算額 １８，４８８百万円  
 

各地にお住まいの方々が、必要なときに適切な医療サービスが受けられるよう、地域の医療機関

等や多職種が機能や専門性に応じて連携して、地域の医療需要に対応することがより一層重要であ

り、各地域における医療提供体制の整備のための取組を更に進めるとともに、地域における高齢者

を支えるための在宅医療や体調急変時における夜間・休日対応を行う機能など、医療機関がかかり

つけ医機能の内容を強化し、地域において必要なかかりつけ医機能の確保が進むよう必要な措置を

講じていく必要がある。 

 
 

１ かかりつけ医機能が発揮される制度の施策の推進  ８５百万円（２８３百万円） 

 

令和７年度より新たに施行されるかかりつけ医機能報告制度について、医療機関が本報告

をG-MIS上で行えるようシステム構築等を行うとともに、各自治体において、本制度が円滑に

運用・推進されるための必要な支援を行う。 

また、かかりつけ医機能を担う医師の養成に必要な研修体制の整備等にかかる経費の補助

を行う。 

さらに、地域医療介護総合確保基金を活用して、地域における協議の場において検討され

た、必要な機能を確保するための具体的方策を企画・実施する際の必要な経費等の支援を行う。 

 

【かかりつけ医機能関係の予算の内訳】 

・かかりつけ医機能普及促進等事業 75百万円 

・かかりつけ医機能研修事業（医療施設運営費等補助金） 10百万円 

・地域医療介護総合確保基金※ 

 ※かかりつけ医機能を確保するために行う事業は、４ページの区分Ⅱ「居宅等における医療の提供に関する事

業」において支援することを想定。 

 

  

令和６年度補正予算 
 

 ○医療機能情報提供制度に係る全国統一システムの運用・保守・改修等経費及びかかりつけ医機能

報告制度に係るシステム（G-MIS）の構築等 ○デ  １，９３１百万円 
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２ ドクターヘリ導入促進事業 ９，８８９百万円（９，５２１百万円） 

 

地域において必要な救急医療が適時適切に提供できる体制の構築を目指し、早期の治療開

始、迅速な搬送を可能とするドクターヘリの運航に必要な経費の支援を拡充するとともに、ド

クターヘリによる診療の効果検証を行うため、ドクターヘリの症例データの収集等を行う。 
 

【ドクターヘリ関係の予算の内訳】  

・ドクターヘリ事業従事者研修事業 7百万円 

・ドクターヘリ症例データベース収集事業 4百万円 

・ドクターヘリ導入促進事業※ 9,877百万円 

※ドクターヘリ導入促進事業は医療提供体制推進事業費補助金 
26,655百万円の内数 

 

３ 救急医療体制の推進 ８３６百万円（６５８百万円）  

 

救急医療体制の整備を図るため、重篤な救急患者を24時間体制で受け入れる救命救急セン

ター等への支援を行う。 

 

【救急医療関係の主な予算の内訳】 

・救急医療体制強化事業 359百万円 

・小児救命救急センター事業（地域小児救命救急センター整備）  189百万円 

 

上記以外に医療提供体制推進事業費補助金26,655百万円を活用 

○主な事業メニュー 

救命救急センター運営事業、小児救命救急センター運営事業 等 

 

【令和６年度補正予算  ２８７百万円】 
 

 ○遠隔ICU 体制整備促進事業（医療施設等設備整備費補助金） ２７０百万円 

本事業は、「遠隔ICU支援を行う側」に勤務する集中治療を専門とする経験豊富な医師が、

「遠隔ICU 支援を受ける側」に入院する複数の患者を集中的にモニタリングし、若手医師等

に対し適切な助言等を行う体制を整備するために必要な設備整備費を支援する事業であり、

令和元年度から実施している。 

 ○救急救命士国家資格等情報連携・活用システム事業 １０百万円 

 

 ○病院救急車機能向上推進事業 ７百万円 
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４ 
災害医療体制の推進 １，７３９百万円（１，６８３百万円） 

上記には、デジタル庁計上予算３４０百万円を含む。 
 

今後、発生が想定される南海トラフ地震や首都直下地震等の大規模災害の発生等に備えて、

災害拠点病院等や災害等のリスクの高い地域に所在する医療機関等の体制強化や施設整備に

対する支援等を行う。 

また、新興感染症への対応や大規模災害発生直後の被災地におけるDMATの迅速な活動調整

等の役割を担うDMAT事務局の運営等を委託する。なお、令和７年度より、国立病院機構に代

わり、同年４月に設立される国立健康危機管理研究機構（JIHS）が委託先として運営等を担う

予定である（兵庫県災害医療センターは委託先として継続予定）。 

 

【災害医療関係の主な予算の内訳】 

・DMAT体制整備事業 1,040百万円 

・DPAT体制整備事業 64百万円 

・災害・感染症に係る看護職員確保事業 56百万円 

・新EMISにおけるシステム利用 ○デ  340百万円 

 

医療提供体制推進事業費補助金26,655百万円を活用 

○主な事業メニュー 

基幹災害拠点病院設備整備事業、地域災害拠点病院設備整備事業 等 

 

【令和６年度補正予算  ８，７３５百万円】 
 

 〇能登地域等に対する復旧・復興の支援、医療施設等の耐災害性強化等 ３，８５２百万円 

医療施設等の防災・減災対策を推進するため、耐震化にともなう改修・大規模修繕等のほ

か、非常用自家発電設備の整備、水害対策に伴う改修等、倒壊の危険性のあるブロック塀等

の改修等の対策を講じる。 

  ・有床診療所等スプリンクラー等施設整備事業 ３６９百万円 

  ・医療施設ブロック塀改修等整備事業 １９百万円 

  ・医療施設非常用自家発電装置施設整備事業 ４２５百万円 

  ・医療施設給水設備強化等促進事業 １６３百万円 

  ・医療施設浸水対策事業 ２６２百万円 

  ・災害拠点精神科病院施設・設備整備事業 １，１１９百万円 

  ・医療施設等耐震整備事業 １，４９６百万円 

  

〇医療施設等災害復旧費補助金 ３，３０３百万円 

令和６年能登半島地震等により被災した公的医療機関や政策医療を実施している医療施

設等、一定の要件に該当する医療施設等の建物工事費等の復旧に要する経費について補助

する。 

 

 〇災害・感染症医療業務従事者派遣設備整備事業 ５４百万円 

災害・感染症医療業務従事者派遣整備に対してかかる費用を補助 
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 ○船舶を活用した災害医療活動体制整備事業 １００百万円 

災害時等における船舶を活用した医療提供体制の整備の推進に関する法律（令和３年６

月成立、令和６年６月施行）に基づき、船舶において医療チームが救護活動を展開するため

に必要な専用資機材の調達・整備を委託する。 

 

 ○医療コンテナ活用促進事業 ２７６百万円 

災害時等の医療を確保するために、都道府県及び災害拠点病院が平時から医療コンテナ

を整備するための費用（購入・運搬・設置料等）を支援する。 

 

 ○新EMIS と G-MIS 連携に係る改修・運用事業 ○デ  ４９百万円 

G-MISと新EMISとのデータ連携、IDaaS環境等の構築を支援する。 

 

 〇病院歯科整備事業 ５１百万円 

被災者への歯科診療を確保するため、歯科医療を提供できる体制を速やかに構築できる

よう、必要な病院歯科の整備を支援する。 

 

 〇災害時歯科保健医療提供体制整備事業 １，０４９百万円 

災害時に避難所等において歯科医療又は口腔ケア等の歯科保健医療活動の実施に必要な

車両及びポータブルユニット（携帯型歯科用ユニット）等の診療に必要な器具・器材の整備

を支援する。 
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５ 小児・周産期医療体制の推進 ７５１百万円（７３１百万円）  

 

地域で安心して産み育てることのできる医療提供体制の確保を図るため、総合周産期母子

医療センターやそれを支える地域周産期母子医療センターの新生児集中治療室（NICU）、母体・

胎児集中治療室（MFICU）等への支援を行う。 

  

【小児・周産期医療関係の主な予算の内訳】 

・地域の分娩取扱施設設備整備事業 80百万円 

・地域の分娩取扱施設施設整備事業 51百万円 

・小児救命救急センター事業（地域小児救命救急センター整備） 189百万円 

・周産期医療施設整備事業（産科区域施設整備） 19百万円 

・産科医療機関確保支援事業 281百万円 

 

上記以外に医療提供体制推進事業費補助金26,655百万円を活用 

○主な事業メニュー 

周産期母子医療センター運営事業、NICU等長期入院児支援事業 等 

 

【令和６年度補正予算  ５，５０６百万円】 
 

○出生数・患者数の減少等を踏まえた産科・小児科の支援 （再掲） 

特に分娩取扱施設が少ない地域等における分娩取扱機能の維持のための取組を支援す

る。また、地域の小児医療の拠点となる施設について、急激な患者数の減少等を踏まえた支援

を行う。 

・産科・小児科医療確保事業  ４，８５０百万円 

 ・産科医療機関確保支援事業  ４１３百万円 

 ・地域連携型周産期支援事業 ２４３百万円 
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６ へき地保健医療対策の推進 ２，２９８百万円（１，９２４百万円） 

 

無医地区等のへき地に居住する住民に対する医療提供体制の確保を図るため、へき地診療所、

巡回診療等を行うへき地医療拠点病院等への支援を行う。 

 

【へき地医療関係の主な予算の内訳】 

 ・へき地保健医療対策費 2,281百万円 

・へき地巡回診療車（船）整備事業（歯科分） 10百万円 
 

【令和６年度補正予算  ２９百万円】 
 

〇へき地医療拠点病院運営事業 ９百万円 

へき地診療所への代診医等の派遣、へき地への巡回診療、オンライン診療等を行うへき地

医療拠点病院の運営費を支援する。 

 

 〇へき地医療拠点病院運営事業（モデル事業分） ２０百万円 

既存のへき地医療拠点病院運営事業の枠組みを拡充・活用し、へき地医療拠点病院がモデ

ル的に巡回診療や代診医派遣等を行い、課題や好事例などを収集することで、医療計画の方

向性の検証や見直し等に活用するとともに、地域の実情に応じた医療提供体制の検討に資

するものとする。 

 

 

 

７ 在宅医療の推進 ８６百万円（ １１２百万円） 

 

人生の最終段階における医療・ケアに関する本人の相談に適切に対応できる体制を強化する

ため、医療・ケアチーム（医師、看護師等）の育成研修を全国で実施するとともに、地域にお

ける在宅医療・救急医療等の関係者間の連携強化を支援するためのセミナーの実施等を行う。 

 

【在宅医療関係の主な予算の内訳】 

 ・人生の最終段階における医療・ケア体制整備等事業 55百万円 

・在宅医療・救急医療連携セミナー 13百万円 
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【令和６年度補正予算  ４８百万円】 

 
 ○地域の在宅医療の体制整備に向けた連携支援事業 ３５百万円 

既存の事業、研究等から得た知見及び優良事例を参考に、多職種が連携して在宅医療を

推進するためのガイドブックを作成するとともに、当該ガイドブックを活用し、在宅医療

の更なる体制整備が必要な都道府県に対して伴走支援等を実施する。また、在宅医療に係

る専門知識や経験を豊富に備え、地域の人材育成を推進することができる講師を養成する

ための研修を実施する。 

 

 〇在宅医療の効率化のためのデジタル化及び ICT 導入促進に向けた実態調査事業  

  １３百万円 

事業の実施主体において、在宅医療に係る有識者からなる検討会を組織し、調査手法等に

関する意見を聴取した上で、各在宅医療提供施設等に対しデジタル化やICT導入の状況（オ

ンライン診療や多職種情報連携 ICT サービスを想定）に係るアンケート及び実地ヒアリン

グ調査を実施する。また、調査結果をもとに、上記検討会の意見も聴取しながら、在宅医療

の効率化のための効果的、効率的な施策を分析し、厚生労働省や地方自治体等に報告する。 

 

 

８ 医療安全の推進 １，０９９百万円（１，０９６百万円）  

 

医療安全を確保するため、医療事故調査結果を収集・分析し、再発防止に向けた普及啓発等

を行う医療事故調査・支援センターの運営等の取組を行う。 
 

【医療安全関係の主な予算の内訳】 

・医療安全支援センター総合支援事業 18百万円 

・医療事故情報収集等事業  93百万円 

・産科医療補償制度運営費 106百万円 

・医療事故調査支援センター運営費 754百万円 

・医療事故調査等支援団体等連絡協議会運営事業 52百万円 

・閣僚級世界患者安全サミット出張経費 3百万円 

・歯科ヒヤリ・ハット事例収集等事業 35百万円 

 

【令和６年度補正予算  １１０百万円】 
 

 〇歯科ヒヤリ・ハット事例収集等事業 ２０百万円 

歯科医療機関の報告に加え、医療関係団体等により提供される医療安全に資する情報等

を収集し、これらを総合的に分析・検討した上で、その結果を広く提供する。 

 

 〇生成AI を用いた医療安全に係る院内研修ツールの開発事業 ７百万円 

 

 〇生成AI を用いた医療事故調査報告書分析・実践研修事業 ８３百万円 
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９ 歯科口腔保健・歯科保健医療提供体制の推進 ２，６７２百万円（２，５８０百万円）  

 

生涯を通じた歯科健診（いわゆる国民皆歯科健診）に向けた取組を推進するため、就労世代

を含めた全世代を対象にした歯科健診や受診勧奨の手法の検証等を行うモデル事業を実施す

るとともに、歯周病等の簡易なスクリーニング方法の開発支援等を行う。 

また、「歯科口腔保健の推進に関する基本的事項」の全部改正（令和５年厚生労働省告示第

289号）を踏まえ、地域の実情に応じた歯科口腔保健施策をさらに推進するため、自治体にお

ける歯科健診や歯科疾患の予防及び歯科口腔保健の推進体制の強化等の取組を支援する。 

さらに、各地域の実情を踏まえて、歯科保健医療提供体制を構築するための取組を支援す

るとともに、より質の高い歯科医療を提供する観点から、歯科衛生士・歯科技工士の離職防止・

復職支援等の取組や歯科専門職の業務の普及啓発により業務の理解を深め良質な人材を確保

する。 

 

【歯科口腔保健・歯科保健医療関係の主な予算の内訳】 

・8020運動・口腔保健推進事業 1,326百万円 

・全世代向けモデル歯科健康診査等実施事業 428百万円 

・歯周病等スクリーニングツール開発支援事業 121百万円 

・歯科医療提供体制構築推進・支援事業 321百万円 

・歯科衛生士の人材確保実証事業 62百万円 

・歯科技工士の人材確保対策事業  41百万円 

・共用試験公的化に係る体制整備事業（歯科） 33百万円 

・OSCEの在り方・評価者養成に係る調査・実証事業 135百万円 

 

【令和６年度補正予算  １，４５７百万円】 

 
 〇歯科専門職の業務の普及啓発事業 １５１百万円 

歯科専門職（歯科医師、歯科衛生士、歯科技工士）のそれぞれにおいて、普及啓発の対象

層を設定し、その対象層に効果的な手法で普及啓発を行う。 

 

 ○共用試験公的化に係る体制整備事業（歯科） ２７百万円 

  

 〇OSCE の在り方・評価者養成に係る調査・実証事業 １５百万円 

 

 〇歯科衛生士の人材確保に関する検討 ６百万円 

 

 〇歯科技工士の人材確保に関する検討 ６百万円 

 

 〇ICT を活用した歯科診療等推進事業 １０百万円 

 

 〇全世代向けモデル歯科健康診査等実施事業 １３９百万円 
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 〇歯科技工所業務形態改善等調査検証事業 ３百万円 

 

 〇病院歯科整備事業 （再掲） ５１百万円 

 

 〇災害時歯科保健医療提供体制整備事業 （再掲） １，０４９百万円 
 

 

 

10 特定行為に係る看護師の研修制度の推進 ７６２百万円（７６７百万円）  

 

「特定行為に係る看護師の研修制度」（平成27年10月１日施行）の円滑な実施及び研修修

了者の養成を促進するため、引き続き、研修を実施する指定研修機関の設置準備や運営に必要

な経費を支援するとともに、研修を指導する指導者等育成のための支援等を行う。 

また、研修修了者の活動を推進する取組を組織的かつ継続的に実施する医療機関等を支援

し、医療の質の向上を推進する体制の構築を目指す。 

 

【特定行為に係る看護師の研修関係の主な予算の内訳】 

 ・看護師の特定行為に係る研修機関導入促進支援事業 92百万円 

・看護師の特定行為に係る指定研修機関運営事業 409百万円 

・特定行為研修の組織定着化支援事業 177百万円 

・看護師の特定行為に係る指導者育成等事業 66百万円 

 

【令和６年度補正予算  １６６百万円】 
 

 〇特定行為研修の組織定着化支援事業 ９８百万円 

 

 〇地域における特定行為実施体制推進事業 ３９百万円 

訪問看護ステーション等の看護師の特定行為研修の受講を推進するため、特定行為研修

制度の周知を行うことに加え、特定行為研修の受講体制を整備する。 

 

 〇地域標準手順書普及等事業 １７百万円 

地域の診療所等の医師が手順書を活用できるよう、標準的な手順書例を地域の実情に応じ

て調整し、その周知・広報等を行う。  

 

 〇医療の効率化に向けた領域別タスクシフト推進事業 １２百万円 

医師から看護師へのタスク・シフト／シェアを促進するため、外科、在宅・慢性期領域の

医師向けの特定行為研修修了者の活用ガイドの作成等を行う。 
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11 看護職員の確保対策等の推進 ２５９百万円（２３５百万円） 

 

看護職確保対策の推進を図るため、求人・求職情報の提供や無料職業紹介などの潜在看護

職の再就業の促進を図るナースバンク事業、訪問看護支援事業等に必要な経費に対する支援

を行う。また、今後増大する看護ニーズに対応していくため、看護職員のタスク・シフト/シ

ェアに資するよう、看護補助者として就業を希望する者に対する研修等を実施する。 

 

【看護職員の確保対策関係の予算の内訳】 

・中央ナースセンター事業 259百万円 

 

【令和６年度補正予算  １０７百万円】 
 

 〇中堅期看護職員等の就業継続支援事業 ２８百万円 

新人教育に携わる看護職員が気兼ねなくコミュニケーションをとれる場や、研修（後輩育

成・指導研修、ハラスメント研修等）を受けられる場、専門家によるカウンセリング等を受

けられる場等のコンテンツ作成等に必要な経費に対する支援を行う。 

 

 〇地域強化型看護基礎教育カリキュラム調査検証事業 ４８百万円 

次回カリキュラム改正の検討に必要な情報収集と、新カリキュラムの効果検証のための

調査を行い、地域で療養する者のケアに必要なカリキュラムを強化し、地域医療を支える人

材育成に資するものとするための検証・分析及び各養成所へのフィードバックを行う。 

 

 〇中央ナースセンター事業（人材活用システムの周知・広報及びナースセンターの機能強化等

経費部分） ３１百万円 

都道府県ナースセンターに対する「デジタル改革関連法を踏まえた看護職の人材活用シ

ステム」の周知・広報活動に関する研修等の実施、へき地等における潜在看護職等の活用及

び看護職の就業支援の更なる充実を図るための都道府県ナースセンター等への ICT 機器の

整備を行う。 
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12 医療経営人材養成研修事業 ２４百万円 （０百万円）  

 

地域における医療提供の持続可能性を高めるために、医療制度への理解や病院の経営力

を高めることは重要。このため、地域の基幹的な病院の経営幹部を対象に、経営能力を総

合的に高めることを目的とした研修を実施する。 

 

（３） 医師の地域間・診療科間偏在の解消など医師偏在対策等の推進 

１２，３８９百万円（対前年１４７百万円） 

令和６年度補正予算額 １１，１３３百万円  
 

平成30 年に成立した医療法・医師法改正法により、都道府県における実効的な医師確保対策を

進めるため、令和元年度に各都道府県が「医師確保計画」を策定し、令和２年度より同計画に基づ

く医師偏在対策が実施されている。令和６年度から新たな医師確保計画が開始されており、当該計

画に基づく都道府県の取組への支援を進めていく。 

また、医師偏在対策について、さらなる偏在是正を図るべく、対策を講じていく。 

 
 

１ 
総合的な診療能力を持つ医師養成の推進事業 

 ４５５百万円 （３０３百万円） 
 

地域において幅広い領域の疾患等を総合的に診ることができる総合診療医を養成・確保

するための拠点を整備し、一貫した指導体制のもと、医学教育から卒後の専門研修以降の

キャリア支援まで継続的に行うことにより、地域枠の活用を含め、医師の地域偏在、診療

科偏在の是正を一層推進させる。 
 

２ 専門医認定支援事業 １５４百万円 （１５４百万円） 

 

医師の地域偏在、診療科偏在の是正に向けたより一層の取り組みを推進・充実させるため、

専門医の認定と養成プログラムの評価・認定を行う一般社団法人日本専門医機構への支援等

を図る。 

 

３ 
OSCE の模擬患者・評価者養成及び評価の在り方に係る調査・実証事業（一部再掲） 

 ４２８百万円 （４２８百万円） 
 

OSCE の公的化に対応できる模擬患者・評価者等を養成し、充実した OSCE を実施するため

に、効率的で質の高い評価体系並びに実施体制の確立を図る。 
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４ 共用試験公的化に係る体制整備事業（一部再掲）  ８３百万円 （８３百万円） 

 

試験問題の質向上・難易度の均衡といった試験問題の管理、全国共通の合否基準での試験実

施、共用試験の実施全体の管理及び円滑かつ確実な実施に必要な支援を行う。 

 

５ 臨床研修費等補助金  １１，０８０百万円 （１１，０８０百万円） 

 

臨床研修病院の指導医の雇上など臨床研修の実施に必要な経費に対する補助を行うことに

より、基本的な診療能力を修得するための臨床研修を支援する。 
 

６ 
地域医療介護総合確保基金（再掲・４ページ） 

 ６１，２９９百万円の内数 

 

医師の偏在対策を推進するため、地域の実情に応じた取組に対し、地域医療介護総合確保基

金を活用した支援を実施する。 

 

【令和６年度補正予算  １１，１３３百万円】 
 

 〇総合的な診療能力を持つ医師養成の推進事業（再掲） １０７百万円 

臓器別の専門的な診療に従事してきた中堅以降の医師等を主な対象として、その後のキ

ャリアにおいて総合的な診療能力を持つ医師として活躍するために必要なリカレント教育

等の実施に必要な支援を行う。 

 

 〇OSCE の模擬患者・評価者養成及び評価の在り方に係る調査・実証事業  

 ８９百万円 

 

 〇共用試験公的化に係る体制整備事業 ６８百万円 

 

 〇臨床研修費等補助金（再掲） １１２百万円 

   令和８年度の臨床研修から開始される広域連携型プログラムの作成・調整を行うため、

広域連携型プログラムを設置する基幹型臨床研修病院のプログラム責任者等に係る経費を

支援するとともに、臨床研修病院の質の維持・向上を図るために必要な第三者評価を受審

する基幹型臨床研修病院の受審経費を支援する。 

 

 〇重点医師偏在対策支援区域（仮称）における診療所の承継・開業支援事業（再掲） 

 １０，１６１百万円 

人口規模、地理的条件、今後の人口動態等から、医療機関の維持が困難な地域である

「重点医師偏在対策支援区域（仮称）」において、診療所医師が高齢化する中で、医師を

確保するため、支援区域内で診療所を承継又は開業する場合に、当該診療所に対して、①

施設整備、②設備整備、③一定期間の定着支援を行う。 
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 〇医師偏在是正に向けた広域マッチング事業（再掲） １６１百万円 

全国的に、中堅・シニア世代等の医師を対象として、医師不足地域での医療に関心・希

望を有する医師の掘り起こしやキャリアコンサルティングを行い、必要に応じてリカレン

ト教育や現場体験につなぎ、医師少数地域の医療機関とのマッチング、その後の定着支援

等を行うための財政支援を行う。 

 

 〇医師等働き方調査事業／長時間労働の傾向にある診療科を中心とした人材確保のための

勤務環境改善調査等事業（再掲） １９４百万円 

各医療機関における時間外・休日労働の状況や勤務環境改善に向けた取組状況等につい

て、個別のテーマ毎に必要な調査を行い、実態把握や課題抽出等を行う。特に長時間労働

が指摘されている外科系診療科を中心に、労働時間短縮にかかる総合的な取組を行う医療

機関を選定し、伴走型の具体的な支援を行いながら勤務環境の改善を推進するとともに、

支援を通じて課題の抽出及び効果的手法等の知見について調査分析を行い、好事例として

横展開する。 

 

 〇大学における恒久定員内地域枠設置促進事業（再掲） ２００百万円 

都道府県の地域医療支援センターにおけるキャリア形成プログラム等の取組と連携しな

がら、地域枠学生を受入れ育成する大学において、恒久定員内への地域枠の設置等を含む

地域への定着の取組を促進させるための補助を行う。 
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（４） 医師・医療従事者の働き方改革の推進 

１１，３８３百万円（対前年６８百万円） 

令和６年度補正予算額 ３，３２６百万円  
 

2024年４月の医師に対する時間外・休日労働時間の上限規制の適用開始後も、地域医療への影響

や各医療機関の取組状況を把握しつつ、長時間労働の医師がいる全ての医療機関において医師の労

働時間短縮をはじめとした働き方改革を更に推進していく必要がある。このため、必要かつ実効的

な施策を講じるとともに、働きやすく働きがいのある職場づくりに向けて、他職種も含めた医療機

関全体の業務効率化や勤務環境改善の取組として、チーム医療の推進、ICTの利活用や特定行為研

修制度の更なる推進によるタスク・シフト等による業務改革を進めていくための実務的な施策を講

じていく。 

さらに、医療従事者を含めた国民全体の理解促進のため、働き方改革に関する制度の周知や各都

道府県に設置されている医療勤務環境改善支援センターの体制強化を図り、医師の労働時間短縮や

医療従事者の勤務環境改善に取り組んでいく。 
 

１ 
勤務医の労働時間短縮の推進（再掲・３ページ） ９，５３３百万円 

※地域医療介護総合確保基金の内数  

 

勤務医の働き方改革を推進するため、地域医療介護総合確保基金により、医師の労働時間が長

時間となる医療機関に対する大学病院等からの医師派遣や、医師の労働時間短縮に取り組む医療

機関に対する勤務環境改善等のための支援を行う。 
 

ａ．働きやすく働きがいのある職場づくりに向けた環境の整備 
 

１ 医療従事者勤務環境改善推進事業 １９百万円（１９百万円） 

 

各都道府県に設置されている医療勤務環境改善支援センターが行う管内の医療機関に対す

る助言等の機能を向上させ、医療勤務環境改善支援センターの体制の充実を図るため、研修会

の実施や有識者等の派遣を行う。 
 

２ 医療専門職支援人材確保・定着支援事業 １０百万円（１０百万円） 

 

医師・看護師等の医療専門職から医師事務作業補助者や看護補助者等の医療専門職支援人

材へのタスク・シフティングの推進を図るため、医療専門職支援人材の業務内容や魅力の紹介

を行うとともに、定着支援に資する研修プログラムの開発や医療機関向けの研修等を行う。 
 

３ 特定行為に係る看護師の研修制度の推進（再掲・１６ページ） ７６２百万円 （７６７百万円）  

（再掲・１６ページ） 
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ｂ．医師の健康確保措置の仕組み等、医師の働き方改革の実現 
 

１ 
長時間労働医師への面接指導の実施に係る研修事業 

１０百万円 （１０百万円）  

 

医療機関は時間外・休日労働が月 100 時間以上となることが見込まれる長時間労働医師に

対して健康確保のために面接指導を実施することが義務付けられているため、長時間労働医

師が勤務する医療機関において、面接指導体制を整備することを目的として研修システムや

教材（eラーニング等）を活用した研修を実施するとともに、ロールプレイ研修等を実施する

ことでより効果的な研修事業を行う。 
 

２ 
医療機関勤務環境評価センター運営費 

 １３３百万円 （１３３百万円）  

 

医療法に基づき「医療機関勤務環境評価センター」に指定された公益社団法人日本医師会

に対し、安定的な組織運営を図る観点から一定の財政支援を行う。 
 

３ 
集中的技能向上水準の適用に向けた対応事業 

 ５６百万円 （５６百万円）  

 

審査業務関連システム等の運用及び保守管理を行うとともに、医療機関の申請書や、医師

が作成する技能研修計画の審査業務に係る全般的な事務業務等のほか、申請データの整理及

び分析を行う。 

  

【令和６年度補正予算  ３，０４１百万円】 
 

 〇特定行為に係る看護師の研修制度の推進（再掲） １６６百万円 

 

 〇ICT 機器を活用した勤務環境改善の先駆的取組を行うモデル医療機関調査支援事業  

  ２，５９６百万円 

特に長時間労働となる診療科において ICT の活用で医師をはじめとした医療従事者全体

の労働時間短縮に取り組む医療機関を支援するとともに、当該医療機関における円滑な導

入プロセスや既存システムとの連携、導入効果等を調査分析して好事例としてとりまとめ、

普及展開することで全国の医療機関における勤務環境改善の推進を図る。 

 

 〇看護現場におけるデジタルトランスフォーメーション効果検証事業 ２７９百万円 

看護師等養成所や看護現場におけるＤＸ化を促進するため、看護師等養成所や医療機関・

訪問看護ステーションにおけるＩＣＴ機器を活用した効率的・効果的な看護業務及び看護

師等養成方法の検討等の実施に必要な経費に対する支援を行う。 

等 
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ｃ．組織マネジメント改革の推進等 
 

1 
病院長等を対象としたマネジメント研修事業 

３０百万円 （３２百万円）  

 

医師の働き方改革の推進に向け、病院長等の意識改革や勤務環境・処遇などの労務管理に

関するマネジメント能力の向上を図るため、病院長等向けの研修を行う。 
 

２ 
女性医療職に関する取組 

２１３百万円 （２１３百万円）  

 

① 女性医師支援センター事業    １６１百万円 

平成19 年１月30 日に開設した女性医師バンクにおいて、再就業を希望する女性医師の就

職相談及び就業斡旋等の再就業支援を行う。 

また、育児休業中の女性医師の代替医師確保など男性医師も含む人材確保が必要なことか

ら、女性医師等再就業講習会を開催するとともに、女性医師等の就業促進等のための調査を実

施する。 
 

② 子育て世代の医療職支援事業  ５２百万円 

出産・育児・介護等における女性医師等をはじめとした医療職のキャリア支援に取り組む医

療機関を普及させるため、中核的な役割を担う拠点医療機関の構築に向けた支援を行う。 
 

３ 
地域医療介護総合確保基金（再掲・３ページ） 

６１，２９９百万円の内数 

 

女性医療職等の離職防止及び再就業を促進するため、地域医療介護総合確保基金を活用し、

病院内保育所の運営費や施設整備に対する支援を実施する。 

【令和６年度補正予算  ２７５百万円】 
 

 〇医師の働き方改革普及啓発事業 １５０百万円 

インターネット上の動画放映、普及啓発用ポスターの作成やイベントの実施等による複

数の広告媒体により、患者・国民に対して、医師の働き方改革に関する周知等を実施する。 

 

 〇医師の働き方改革にかかる地域医療への影響等に関する調査事業 ８１百万円 

勤務医の時間外・休日労働時間の上限規制について、今後の制度のあり方の検証に向け、

適用後の労働時間の短縮状況等を把握するとともに、医師の需給推計等の参考にするため、

令和６年度に医師の勤務実態を把握するための調査を実施する。対象は、全国の医師とし、

勤務状況等を適切に把握する。また、医療機関における医師の働き方改革に向けた取組状況

についても把握する。 

 

 〇G-MIS（特例水準申請）改修経費 ○デ  ４４百万円 
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（５） 感染症対策の体制強化及び国際保健への戦略的取組 

１１，１３３百万円（対前年６，１６４百万円） 

令和６年度補正予算額 ２４，９８６百万円  

 

我が国の優れた医療に関する技術・制度・製品の国際展開を推進する。また、グローバル化

の時代に即して、外国人患者が我が国で安心して医療を受けられる環境の整備等を通じて、医

療の国際化を推進するとともに、地域医療に配慮しながら、関係省庁と連携し、医療インバウ

ンドや人材育成・交流の取組を進める。 

また、新型コロナ対応で得られた知見を踏まえ、次の感染症危機への対応に万全を期すた

め、2024 年 4 月に施行された改正感染症法や、7月に改定された「新型インフルエンザ等対

策政府行動計画」に基づき、引き続き、協定締結医療機関に対する施設改修や設備整備等の支

援や個人防護具の確保・備蓄など必要な対策を実施していく。 

 

ａ．次なる感染症危機に備えた体制強化 

１ 個人防護具の備蓄等事業  ９，０００百万円 （４，０００百万円） 

 

医療用（サージカル）マスク等の個人防護具について､新備蓄水準に基づき、国として計画

的な備蓄を推進する。 

 

２ ワクチン大規模臨床試験等支援事業における監査事業  １５百万円 （０百万円） 

 

本事業ではワクチン大規模臨床試験等支援事業の適切な予算執行を行うため、外部監査機

関を設けて第三者の目線から基金の財務状況を正確に評価し、資金の適正な使用や不正等が

無いことを確認する。 

 

【令和６年度補正予算  ２４，５８４百万円】 
 

 〇個人防護具の備蓄等事業 １５，８３１百万円 

個人防護具の新備蓄水準に基づき、国、都道府県、医療機関における平時からの計画的

な備蓄を着実に推進するため､改正感染症法による協定締結医療機関の枠組みの中で、医

療機関による備蓄を求め、その備蓄量に応じて国の備蓄を行う（都道府県も別途必要量を

備蓄）。 

 

 〇新興感染症対応力強化事業 ８，５２０百万円 

都道府県と協定を締結する医療機関における感染症の対応に適した個室病床、病棟のゾ

ーニング、個人防護具の保管庫等の施設・設備整備に対する支援、都道府県における感染

対策等に関する医療従事者等の研修に対する支援を行う。 
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ｂ．医療の国際展開の推進 
 

１ 医療の国際展開の推進  ６６８百万円 （６０３百万円） 

 

医療技術や医薬品、医療機器に関連する人材育成、日本の経験・知見を活かした相手国の

医療・保健分野の政策形成支援を行うため、我が国の医療政策等に関する有識者や医師等医療

従事者の諸外国への派遣、諸外国からの研修生の受入れ等を実施する。 

 
【医療の国際展開の推進関係の予算の内訳】 

・医療技術等国際展開推進事業 515百万円 

・医療国際展開推進等事業 80百万円 

・国際展開の調達枠組を活用した医薬品・医療機器産業等の海外展開促進事業 73百万円 

 

２ 
外国人患者の受入環境の整備  ３４１百万円 （２８２百万円） 

うち、デジタル庁計上予算９百万円 
 

外国人患者が安心して日本の医療機関を受診できるよう、国内の医療機関における外国人

患者受入のための環境整備は喫緊の課題であり、地域の外国人患者受入の拠点となる、都道府

県が選定する「外国人患者を受け入れる拠点的な医療機関」における多言語対応等の体制整備

を通じて、外国人患者の受入れ環境の更なる充実を目指す。 

 

【医療の国際展開の推進関係の予算の内訳】 

・外国人患者受入れに資する医療機関認証制度等推進事業 143百万円 

・外国人患者に対する医療提供体制整備等推進事業 143百万円 

・医療費の不払い等の経歴がある外国人に係る情報の収集等管理事業 ○デ  54百万円 

 

 

 

 

 〇重点感染症の MCM（感染症危機対応医薬品等）開発支援事業 １００百万円 

有事に備える医薬品等は収益目処がたたず企業投資を期待できない状況にある。ワクチ

ン開発・生産体制強化戦略に基づき企業の開発経験を蓄積させるとともに、今後の変異株

や新たな感染症への迅速な開発着手を促すため体外診断用医薬品の薬事申請に必要な検

証試験等の実施費用を支援する。 

 

 〇重点感染症に対するワクチン等開発体制整備事業 １００百万円 

重点感染症の流行国等においてワクチン等のMCM開発に携わる海外CRO・医療機関等を

調査することにより関係者を把握する。また国内外のワクチン開発関係者向けのセミナ

ー、座談会等を企画し、平時からの国内外関係者の交流の場を構築する。 

等 
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  【令和６年度補正予算  ４０３百万円】 

 

 〇医療インバウンドに係る調査・実証事業 １１５百万円 

海外の政府・医療機関における医療インバウンドに関する取組等を調査・分析し、日本式

医療インバウンドを確立する上での日本の強み、課題等を把握するとともに、実証を行う。 

 

 〇アジア諸国等における外国医療人材育成促進事業 ２８７百万円 

アジア諸国を始めとするインド太平洋地域における医療水準の向上や健康格差の是正に

資する外国医療人材の育成を推進するため、東アジア・ASEAN経済研究センター（ERIA）と

連携した外国人留学生受入れモデル構築のための実証事業を行う。 
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２ ．創薬力強化に向けたイノベーションの推進と医薬品等の安定供給確保 

 

医薬品産業ビジョンや第二期医療機器基本計画で示されているとおり、国民の保健医療水準の向

上や我が国を担うリーディング産業として国民経済の発展の観点からも、我が国の医薬品産業、医

療機器産業の競争力強化に向けた取り組みを推進していくことは不可欠であり、「創薬力の向上に

より国民に最新の医薬品を迅速に届けるための構想会議」での議論や中間取りまとめ、「医薬品の

迅速・安定供給実現に向けた総合対策に関する有識者検討会」における議論の結果も踏まえて、魅

力のある環境づくりを通じて創薬力の強化及び国際競争力の強化を図る。 

後発医薬品において少量多品目生産が低収益に繋がりやすいという産業構造上の問題が指摘さ

れていることから、生産性の向上、人材の育成等ガバナンスの強化、業界再編や企業間の連携・協

力の推進を行うほか、金融・財政措置等様々な面から企業の取組を後押しする方策を検討する。 

また、国において平時から医薬品の需給状況のモニタリングを行うとともに、感染症の拡大や各

企業における供給停止を起因とする需要の増大に対応し、医薬品の安定供給を確保するためのマネ

ジメントシステムの構築を行う。さらに、特に抗菌薬については経済安全保障の観点から、国内製

造体制の構築や製剤の備蓄を支援する。 

国民に最先端の医薬品、医療機器等を迅速に届けるためには、臨床研究や治験の活性化が必要で

あることから、更に臨床研究等の実施体制の強化を図るとともに、最先端の診断や医療機器の技術

開発等の推進を図るため、臨床現場のニーズに合致する医療機器の開発を推進する。 

我が国の優れた医薬品や医療機器について、国際展開を推進するため、引き続き、途上国・新興

国等において我が国の製品や技術を活用した人材育成等に取り組む。加えて、国際機関における国

際公共調達へ参加しようとする国内企業への支援を行う。 
 

（１） 有望なシーズの医薬品・医療機器等への実用化の促進 

４，４３６百万円（対前年６９０百万円） 

令和６年度補正予算額 １１，７１１百万円  

 

グローバルな創薬エコシステムの構築に向け、様々な政策支援を進める。 

医薬品産業を高い創薬力を持つ産業構造へ転換するため、革新的バイオ医薬品等及びバイ

オシミラーの開発支援や、医療系ベンチャートータルサポート事業（MEDISO）事業を拡充し、

海外人材を含むアクセラレーターによる支援や国内外クラスター間の交流の促進、海外での

ピッチイベントの開催、海外ベンチャーキャピタルとのマッチング支援など、海外エコシステ

ムとの接続強化・拡大を図るとともに、途切れのない支援を実施する。 

医療機器創出の種々のステージにおいて必要となる人材を配置し、医療機器創出に必要な

様々な人材の育成・リスキリングやスタートアップ企業に対する伴走支援を行うとともに、医

療機器の臨床上の有用性を実証できる場の提供や、海外とのネットワークの強化を行う産業

振興拠点を整備し、優れた医療機器を創出できるエコシステムの構築を促進する。 
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１ 創薬基盤強化支援事業（医療系ベンチャー育成支援事業） ９３０百万円 （４３７百万円）  

 

政府一丸となりスタートアップを産み育てるために策定した「スタートアップ育成5カ

年計画」等に基づき、厚生労働省においては、国民の健康の維持・向上、世界の医療水準

の向上を担う医療系ベンチャーの振興政策を大胆に展開していく必要がある。我が国の医

療系ベンチャーを取り巻くエコシステム構築とともに、成功事例の創出を加速させるため、

開発早期から製薬企業・VC の視点を取り入れる開発促進支援のほか、海外エコシステム

との接続強化のための広報活動、支援機関のHub化等、ベンチャー支援施策の強化・拡充

を図るとともに、３年間の国庫債務負担行為により途切れのない支援を実施する。 
 

２ 次世代バイオ医薬品等創出に向けた人材育成支援事業  １３６百万円 （３０百万円）  

 

バイオシミラーの普及目標達成にあたり、安定的な供給を確保することが重要であるた

め、実生産設備を利用した実践的な研修プログラムを実施するなど国内においてバイオ医薬

品の製造技術を持つ人材の更なる育成を行う。 
 

３ 医療機器基本計画に関する調査研究事業  １３百万円 （０百万円） 

 

第２期基本計画に基づく検討会の運営に加え、第３期基本計画を策定するに当たって

必要となる情報の収集・調査や、課題の分析等を行い、第３期基本計画をより効果的か

つ実行性が高いものとすることを目的に調査研究を実施する。 

 

４ クリニカル・イノベーション・ネットワーク(CIN)構想の推進  ３，０７２百万円 （３，１７０百万円）  

 

効率的な臨床開発のための環境整備を進める「クリニカル・イノベーション・ネットワーク」

構想の取組の一環として、全国の疾患登録システムを一覧化して公開し、相談窓口や情報の定

期的な更新等を行う業務や、医薬品・医療機器開発にも利活用が可能な疾患登録システムを有

する医療機関等と企業との間の共同研究を支援する取組等を行う。 

 

【クリニカル・イノベーション・ネットワーク(CIN)構想の推進関係の予算の内訳】 

・クリニカル・イノベーション・ネットワーク推進支援事業  54百万円 

・クリニカル・イノベーション・ネットワーク中央支援事業  25百万円 

・再生医療等実用化基盤整備促進事業 348百万円 

・医療技術実用化総合促進事業 2,645百万円 
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５ 遺伝子治療実用化基盤整備促進事業 ４０百万円 （０百万円） 

 

大学病院や企業団体等からの有識者が参画する機構により、遺伝子治療の実用化を推進

するため、①疾患・技術（モダリティ等）相談、②製造工程開発、品質規格開発の支援、③

臨床研究計画等に対する技術的支援、④カルタヘナ制度の手続き等の規制対応支援、⑤再

生医療臨床試験マッチング（産学連携）支援、⑥治験参加患者ネットワーク相談を実施す

る。 
 

６ リアルワールドデータ利用加速のための体制構築事業 ３７百万円 （５９百万円）  

 

質の高い診療・研究の実現や、開発後期の臨床試験規模の適正化等に資するリアルワールド

データ（RWD）を活用した医薬品・医療機器等の研究は日本が医薬品開発の国際競争力を維持

するための取組の推進が不可欠である。臨床研究中核病院が取り組む臨中ネットと MID－NET

が連携して、医療情報の品質管理・標準化に向けた専門人材を育成することで、国内全体での

RWE創出を加速させる。 

 

７ 大阪・関西万博における日本の先進的な医薬品等の情報発信事業 ７３百万円 （０百万円）  

 

2025年の大阪・関西万博においては、コンセプトである「未来社会の実験場」の具体化

に向けた取組、検討状況等をまとめた「2025年大阪・関西万博アクションプラン」が閣議

決定された。「健康・医療（ライフサイエンス）」が主要テーマの１つとなっており、その

中の「日本の先進的な医薬品等の情報発信」では、先進的な医薬品・医療機器等を映像等

を通して、世界に向けて日本の医薬品・医療機器産業の技術力を効果的に情報発信してい

く。 
 

８ 2025 年日本国際博覧会における再生医療等の情報発信事業 ４０百万円 （０百万円）  

 

再生・細胞医療・遺伝子治療領域における我が国の取組や研究成果等を2025年の国際博覧

会等において広く情報発信することで、研究開発を担う研究者を見出す機会の創出を行うと

ともに、国内外の研究者や投資家等が我が国に関心を持つ一助とすることで、本領域における

我が国の更なるプレゼンス向上・産業発展を目指す。 

 

９ 再生医療等提供状況管理委託事業（部会運営等）  ４５百万円 （４５百万円） 

 

再生医療等評価部会等にて安全性等を事後的にも検証し続けるに当たって専門家を集めて

議論を行うため、会議の運営及びデータ抽出等の会議資料の作成支援を委託する。また、再生

医療等の安全性の評価等の検討に資する最新情報の収集・整理を委託し、再生医療等分野の行

政運営の推進に活用する。 
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【令和６年度補正予算  １１，７１１百万円】 
 

 〇医療機器基本計画に関する調査研究事業 １３７百万円 

第３期基本計画を策定するに当たって必要となる情報の収集・調査や、課題の分析等を行

い、第３期基本計画をより効果的かつ実行性が高いものとすることを目的に調査研究を実施

する。 

 〇再生医療等実用化基盤整備促進事業 ３０４百万円 

 

 〇優れた医療機器の創出に係る産業振興拠点強化事業 ７７３百万円 

優れた医療機器の創出に係る産業振興拠点の整備のため、日本全国から拠点を選定し、当

該拠点に研究、薬事承認、保険適用等の医療機器創出の種々のステージにおいて必要となる

人材を配置し、医療機器創出に必要な様々な人材の育成・リスキリング及び医療機器のスタ

ートアップ企業に対する起業・伴走支援を行うほか、事業化を見据えたエビデンス収集等を

目的とした臨床上の有用性を実証できる場の提供及び企業の海外展開に当たって必要とな

る海外を含めた関係機関等とのネットワークの強化に取り組む。 

 

 〇再生医療等提供状況管理委託事業（システム経費）○デ  ３１百万円 

令和４年６月に公表した「再生医療等安全性確保法施行５年後の見直し係る検討のとりま

とめ」及び2024年6月14日に交付した「再生医療等の安全性の確保等に関する法律及び臨

床研究法の一部を改正する法律」の内容を踏まえた制度の運用改善等による機能改修等を行

う。 

 

 〇創薬エコシステム発展支援事業 ３，０００百万円 

我が国の優れた創薬シーズを、早期にスタートアップ化できるよう、創薬の経験を有する

研究開発支援者による実用化に向けたアカデミアシーズ等への研究支援、ターゲット・コン

セプト検証試験、スタートアップ設立支援、当該スタートアップの研究開発支援等を実施す

る。 

 

 〇創薬クラスターキャンパス整備事業 ７，０００百万円 

各地の創薬クラスター内で不足している動物実験施設やインキュベーションラボの建設、

スタートアップの成長に資する取組等に要する費用を支援する。 

  

〇臨床研究データベースシステム大規模改修事業 ４６５百万円 

研究者、製薬企業、患者団体等の意見を踏まえ、ユーザーフレンドリーなデータベースと

するための仕様変更や、令和６年度に新規構築する利益相反（COI）データベース等との連

携による国内の臨床研究情報の一元化を実現するための大規模改修を行う。 
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（２） 国際競争力のある治験環境の整備 

３，０２８百万円（対前年▲８７百万円） 

令和６年度補正予算額 １，０５３百万円  
 

革新的なモダリティに対応可能な国際的に競争力のあるFIH試験実施体制を整備するとともに、

有望なシーズに対して、精度管理された薬効試験を実施し、開発を加速化する。また、臨床研究中

核病院等と連携し、海外のスタートアップや製薬企業から国内での治験・臨床試験の実施について

相談を受け、支援を行うワンストップサービス窓口の設置を行う。 

 

１ 医療技術実用化総合促進事業 ２，６５６百万円 （２，８１７百万円） 

 

日本の臨床研究の中核的役割を担う、医療法に基づく臨床研究中核病院の体制を強化

すべく、リアルワールドデータを用いた研究を進めるための体制を整備するとともに、

臨床研究中核病院のARO機能等を生かしながら企業等と連携を図り、医療技術の実用

化・人材の養成を実施する。国際共同治験を担う人材育成を行うため、欧米等の医療機

関等への人材派遣等を継続するとともに、令和７年度からは、国際共同治験への参加を

拡大すべく、海外企業等向けの治験の相談・支援を行うワンストップサービス窓口と連

携し、ネットワークを活用した施設の紹介・海外ニーズに応じた症例割り振り・実施の

調整など治験実施の支援を行い、ドラッグ・ロスの解消に貢献する。 

 

２ 臨床研究総合促進事業  ３７１百万円 （２８８百万円） 

 

臨床研究・治験従事者研修プログラム：研修の対象は医師、CRC、DM（データマネージャ

ー）、IRB 委員等とし、臨床研究中核病院が自ら開催する研修に加え、研修実施におけるノ

ウハウを活かし、座学の研修に加えて臨床研究中核病院において数週間の実習を受入れ、

OJTでの教育等の取組を行う。 

令和７年度からは、SMO、CRO 等を養成研修の対象範囲へと拡大するとともに、DCT に関

する研修の強化、英語で完結できる人材の育成を実施する。また、医師、看護師、事務職員

等を対象に、FIH 試験を実施可能な人材の育成を行うことで国際共同治験の参加を促進し、

創薬力の強化につなげる。 

CRB質向上プログラム：臨床研究中核病院を中心として相互にCRBの審議内容を評価し合

う相互評価を順次実施しフィードバックすることで、CRB毎の審議の内容の均質化や質の向

上を図る。 
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【令和６年度補正予算額  １，０５３百万円】 
 

 〇新規モダリティ対応ヒト初回投与試験体制整備等事業 ７８６百万円 

新規モダリティの医薬品等の国内での開発力強化のため、国立がん研究センター中央病

院が実施主体となり、新たに、革新的なモダリティに対応可能な国際的に競争力のある①

FIH試験体制、②GMP準拠治験薬製造機能、③研究施設を併設した創薬拠点の整備に向けた

仕様設計を行い、国内のFIH試験の中核的な役割を担う体制の整備を進めるとともに、国立

健康危機管理研究機構及び国立成育医療研究センターにおけるFIH試験体制を整備する。 

 

 〇国際共同治験ワンストップ相談窓口事業 ２６７百万円 

国際レベルの治験が実施できる体制強化を行うため、日本国内に開発拠点を有さない海

外のスタートアップや製薬企業に対し、国内での治験実施について相談を受け、国内での治

験実施を調整するとともに、国内での治験の実施の誘致を行うワンストップサービス窓口

の設置を行う。 
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（３） ドラッグラグ・ドラッグロスの解消 

３０百万円（対前年３０百万円） 

令和６年度補正予算額 ８２百万円  
 

我が国において、未承認薬、小児や希少疾病等の医薬品を中心として、ドラッグラグ・ドラッグ

ロスの懸念が生じており、必要な医薬品が迅速に利用できない患者が存在している状況にあると言

われている。 

ドラッグラグ・ドラッグロスの解消に向けて、未承認薬の情報整理や関係学会へのニーズの確認

を進めるほか、アカデミア等による開発が促進されるよう、アカデミア主導での小児治験の実施可

能性・計画等に関する助言等により医薬品開発のサポートを強化する。 
 

 

１ 小児医薬品開発支援体制強化事業  ３０百万円 （０百万円） 

 

小児領域の医薬品開発を促進するため、国立研究開発法人 国立成育医療研究センター

における小児医薬品開発支援の体制を強化し小児用医薬品開発のサポート（製薬企業、ア

カデミア等への開発サポート等）を強化する。 
 

 

【令和６年度補正予算額  ８２百万円】 
 

 〇未承認薬等迅速解消促進調査事業 ５７百万円 

欧米では承認されているが日本では承認されていない未承認薬について、学会等からの要望

を待つことなく、国が能動的に、未承認薬・適応外薬検討会議における医療上の必要性の評価の

ために必要な情報の整理を行い、未承認薬・適応外薬検討会議における評価・開発要請等の加速

化を図ることで、ドラッグ・ロスの解消に向けて取り組む。 

 

 〇小児医薬品開発ネットワーク支援事業 ２５百万円 

小児の治験を加速すべく、引き続き開発支援リストの作成・更新や、開発者からの依頼に応じ

た開発サポートを実施するとともに、日本で行われる小児治験について、小児の治験にかかる各

種ネットワークにつなげ、被験者の組み入れを加速する。また、国内ネットワークと海外ネット

ワークの連携を強化し、国際共同治験を日本に呼び込む。 
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（４） 研究開発によるイノベーションの推進 

１，８６６百万円（対前年▲３４７百万円） 

令和６年度補正予算額 ４，６２６百万円  

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）と大学、研究機関等との連携による基礎から実

用化までの一貫した医療分野の研究開発を推進し、世界最高水準の医薬品、医療機器等の提供を実

現する。また、がん・難病にかかる創薬推進等のため、臨床情報と全ゲノム解析の結果等の情報を

連携させ搭載する情報基盤を構築し、その利活用に係る環境を早急に整備し、研究・創薬などへの

活用、新たな個別化医療の導入を進めるとともに、より早期の患者還元を着実に進めていく。 
 

 

１ 臨床研究法推進事業  １３百万円 （０百万円） 

 

令和４年６月に厚生科学審議会臨床研究部会で取りまとめられた「臨床研究法施行５年

後の見直しに係る検討のとりまとめ」において提示された取り組みを実装し、適切な判断

の下で安心して研究を進められる環境を整備するため、医療機器に関する臨床研究の実施

について、アカデミアやベンチャー企業を対象とした相談窓口の設置を行う。また、臨床研

究法第35条第１項の規定に基づき、適切に臨床研究が実施されているか立入検査・監督指

導等することにより、臨床研究の適正及び信頼性を確保する。 

 
 

２ 臨床研究法等施行状況調査事業  ５４百万円 （８９百万円） 

 

平成30年４月に施行された臨床研究法の施行後の円滑な運用を図るため、令和４年６月

に厚生科学審議会臨床研究部会で取りまとめられた「臨床研究法施行５年後の見直しに係

る検討のとりまとめ」を踏まえ、臨床研究法の改正法案が第 213 回通常国会に提出され、

可決・成立し、令和６年６月14日付けで公布された。本改正の内容を踏まえ、令和７年度

からは、臨床研究法の法改正において、特定臨床研究の対象から除外された適応外使用の

医薬品等を使用する臨床研究の実施状況等について調査を実施する。 
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３ がん・難病の全ゲノム解析等の推進事業 １，３０４百万円 （１，５６１百万円） 

 
 

【令和６年度補正予算  ４，６２６百万円】 
 

 〇臨床研究法推進事業 ４５百万円 

   臨床研究法の法改正において、特定臨床研究の対象から除外された適応外の医薬品等を

用いる臨床研究や研究目的で研究対象者に著しい負担を与える検査等を行う臨床研究

（適応外等の臨床研究）等を実施する際に、臨床研究法及び特定臨床研究への該当性を

相談する窓口の設置を行う。 

 

 〇がん・難病の全ゲノム解析等の推進事業 ４，５８２百万円 

「全ゲノム解析等実行計画2022」（令和４年９月策定）を着実に推進するにあたり、その

具体的な取組の運用を担う事業実施組織を令和７年度を目処に発足させるため、その前身

となる事業実施準備室の運営及び事業実施組織の運営に係る体制整備等を推進する。 
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（５） 医薬品等の安定供給の推進 

３５８百万円（対前年２９８百万円） 

令和６年度補正予算額 １６，５３５百万円  

 

医薬品の安定供給の推進に向け、後発医薬品産業の少量多品目生産や低収益に繋がりやすいとい

う構造的問題を解決するため、生産性の向上、人材の育成等ガバナンスの強化、業界再編や企業間

の連携・協力を促し、後発医薬品企業間の連携・協力の推進に資する支援等、企業の取組を後押し

する方策を検討していく。 

また、国において平時から医薬品の需給状況のモニタリングを行うとともに、感染症の拡大や各

企業における供給停止を起因とする需要の増大に対応し、医薬品の安定供給を確保するためのマネ

ジメントシステムの構築を行う。さらに、特に抗菌薬については経済安全保障の観点から、国内製

造体制の構築や製剤の備蓄を支援する。他にも、医療機器の安定供給を維持するため個別事例にお

ける課題等を踏まえ、安定供給に係る政策上の課題の検討と対応案の立案等を行う。 

 

１ 医薬品の供給情報等の把握等の体制整備等事業 ○デ  

２１６百万円 （０百万円） 
 

現状、国は医薬品の需要量と供給量の実態把握ができていないため、平時より市場全体

の医薬品の供給状況や地域ごとの医薬品（成分）の供給不足の兆候を把握する仕組みの実

用化に向けた取組を行う。特に、地域ごとの医薬品（成分）の供給不足の兆候の迅速な把

握に向けて、電子処方箋管理サービスにおける薬局の調剤データを活用したモニタリング

を開始し、その検証結果を検討し、医薬品の需給情報を把握するために必要な体制を構築

する仕様書等を外部に委託して作成する。 

 

２ バイオ後続品及び後発医薬品の普及促進のための総合対策検証事業  

９２百万円 （６０百万円） 
 

有識者による検討会を設置し、バイオ後続品及び後発医薬品の普及・促進に向けた関係

者における取組状況についてモニタリング調査とともに、バイオ後続品の講習会など効果

的な普及啓発活動を実施し、現状の取組状況や課題等を踏まえ追加的に必要となる施策等

を検討する。また、NDB データを用いた使用割合等の現状分析を行い、上記検討に用いる

とともに、分析結果等を都道府県にフィードバックし、都道府県における普及・促進の検

討に利活用していく。 
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【令和６年度補正予算  １６，５３５百万円】 

 
 〇医薬品安定供給支援事業 ５１百万円 

海外依存度の高い医療上必要不可欠な医薬品の原薬等について、製薬企業が代替供給

源の探索・検討を行う経費を支援することで、これらの取組を促し、国内での安定供給

の確保を図る。 

 

 〇医薬品安定供給・流通確認システムの開発 ○デ  ４４５百万円 

令和６年４月１日より、医療用医薬品の供給情報の速やかな医療機関等への共有を目

的として開始した「供給状況報告」について、その内容をより迅速に医療現場・国民等

に提供することで、適正な医療の確保、関係者の負担軽減、供給状況の早期改善を図る。 

 

 〇抗菌薬安定確保事業 ３６３百万円 

βラクタム系抗菌薬原薬の供給が途絶した場合に備え、平時よりβラクタム系抗菌薬

の製剤を備蓄する企業に対して、製剤の備蓄に係る費用を補助する。 

 

 〇医薬品安定供給体制緊急整備事業 ２，０１０百万円 

供給不足が発生している、医療上必要不可欠な安定確保医薬品や感染症対策医薬品等

に関して、増産に必要な設備整備費及び人件費に対して緊急的に補助を行う。 

 

  〇医薬品供給リスク等調査及び分析事業 ８５百万円 

令和３年３月に、国民の生命を守るため、切れ目のない医療供給のために必要で、安

定確保について特に配慮が必要なことから「安定確保医薬品」として選定された医薬品

リストの更新にかかる検討に加え、令和５年度補正予算事業において作成した、事業者

向けの「供給リスク管理マニュアル」や、各主体の役割を整理した「供給途絶時等の行

動計画」について、周知及び活用状況の調査を行う。 

 

 〇医療機器等のサプライチェーンリスク評価及び安定供給確保事業 ８０百万円 

厚生労働省、関連学会、医療機器団体、製造販売業者等が協力し、①安定供給に課

題のある製品の供給状況把握、②供給不安が生じた医療機器ごとに必要な対応及び代

替可能な製品を供給する製造販売業者による供給継続のために必要な対応、③供給不

安を生じる要因分析のためのサプライチェーンリスク評価及び他の医療機器への影

響把握、④不採算再算定制度に係る所要の検討をはじめとした、安定供給等にかかる

制度の課題等の検討を行い、医療機器の安定供給を図る。 

 

 〇後発医薬品の産業構造改革のための支援事業 ７，０００百万円 

後発医薬品産業全体の構造的問題を解決し、品質の確保された医薬品を安定的に供給

できるよう、品目統合などに向けて計画的に生産性向上に取り組む企業に対する必要な

支援モデルを構築する。加えて、企業間の連携・協力・再編を強力に後押しするために

国が企業の取組を認定する枠組みを設けるとともに、後発医薬品企業間の連携・協力・

再編の推進に資する設備投資等への安定的・継続的な支援の在り方についてさらに検討

を行う。 

 

 〇バイオ後続品の国内製造施設整備のための支援事業 ６，５００百万円 

海外市場への展開も視野に入れ、バイオ後続品の開発・製造に取り組む場合、新規製

造工場等の設備投資に必要な取組への支援を行う。 
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３ ．医療DX の推進 

２，５７４百万円（対前年１，１８１百万円） 

令和６年度補正予算額 １２，２３９百万円 
 

2022年６月に、「経済財政運営と改革の基本方針2022」（令和４年６月７日閣議決定）において、

「全国医療情報プラットフォームの創設」、「電子カルテ情報の標準化等」及び「診療報酬改定 DX」

の取組を行政と関係業界が一丸となって進めることとされ、総理を本部長とし関係閣僚により構成

される「医療DX推進本部」が設置され、政府を挙げて施策を推進している。令和５年６月には「医

療DX の推進に関する工程表」が策定され、工程表に沿って、全国医療情報プラットフォームの創

設及び電子カルテ情報の標準化等に取り組む必要がある。具体的には、国際規格（HL-7 FHIR）に

基づいた電子カルテ情報及び交換方式を実装した標準型電子カルテシステムの開発・普及策の検討

及びサイバーセキュリティ対策の充実といった今後の医療DX を更に進める上で基盤となる取組を

進めていく。 

なお、医療DX に関連するシステムは社会保険診療報酬支払基金が運用するオンライン資格確認

等システムの基盤を活用するものが多く含まれており、これらのシステム開発・改修等について、

支払基金における予算の柔軟な執行を確保する。 

 

１ 保健医療情報利活用推進関連事業 ５３１百万円 （５３１百万円） 

 

「全国医療情報プラットフォーム」の創設、電子カルテ情報の標準化等、医療機関等に

おけるサイバーセキュリティ対策等の医療ＤＸの推進に向けた取組を遅滞なく着実に進

めていく上で必要な調査等を実施し、具体的な政策を推進する。 
 

２ 高度医療情報普及推進事業 ８３百万円 （８３百万円） 

 

医療機関間等の連携や情報共有が図られるよう、電子カルテ等医療情報シ 

ステム等で使用する医療用語等の標準マスターの整備、普及推進を行う。 

医療機関等が、随時標準マスターを利用できるようマスター更新や標準マスターを実装

していない医療機関からの相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備を図り、

電子カルテ情報の標準化を推進する。 
 

 

３ 保健医療福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）普及・啓発等事業  ４３百万円 （４３百万円）  

 

ネットワークを活用し医療情報等を医療機関間等で共有する取組が進展する中、医師の

なりすましや診療データの改ざんといったリスクへの対応が必要となっており、保健医療

福祉分野の公開鍵基盤（HPKI）の普及・啓発のため、医療関係者向け説明会の開催やHPKI

認証局の運営に必要な経費を支援する。 

  

Ⅱ-理40



- 37 - 

 

 

４ 医療分野におけるサイバーセキュリティ対策調査事業 １０３百万円 （１００百万円）  

 

国内の医療機関を標的としたランサムウェアを利用したサイバー攻撃は年々高度化、巧妙

化しており、その結果、診療を長時間休止せざるを得ない深刻な事態も起こっている。そのた

め、医療機関向けセキュリティ研修の実施、及びサイバーセキュリティインシデントが発生し

た医療機関の原因究明や対応の指示などの初動支援体制の強化等を図る。 

 

５ 医療機関におけるサイバーセキュリティ確保事業 １，１００百万円 （０百万円）  

 

医療機関等におけるサイバーセキュリティの更なる確保のため、外部ネットワークとの接

続の安全性の検証・検査や、オフライン・バックアップ体制の整備を支援する。 

 

６ 医療機関等情報支援システム（G-MIS）保守運用等経費 ○デ  ４７５百万円 （６０９百万円）  

 

新型コロナウイルス感染症対策として構築・運用されてきた G-MIS について、今後は感染

症対策のみならず、地域における効率的で質の高い医療提供体制構築の支援に資するシステ

ムとして、各種調査等を実施するとともに、長期的に運用していくため、必要な保守等を行う。 

 

７ 全国医療情報プラットフォーム連携基盤調査事業 ２００百万円 （０百万円）  

 

新型コロナウイルス対応を踏まえ、医療従事者の負担を軽減するため、感染症の発生届を

電子カルテ情報共有サービスを経由して感染症サーベイランスシステムに届け出るための仕

様や、感染症対策上必要な時に電子カルテ情報共有サービスで扱われる情報を国立健康機危

機管理研究機構（JIHS）に提供するための仕様検討等調査一式を担う。 

 

【令和６年度補正予算  １２，２３９百万円】 

 

 〇医療機関等情報支援システム（G-MIS）改修等経費 ○デ  １，４６５百万円 

感染症対策のみならず、地域における効率的で質の高い医療提供体制構築の支援に資す

るシステムとして運用していくため、今後実施する各種調査の実装等、令和６年度中に必要

な改修等を行う。 

 

 〇保健医療情報拡充システム開発事業 ５５４百万円  

救急時に患者の生命および身体の保護の観点から医療情報の閲覧を可能とする取組みを

進めているが、機能強化に係るシステム改修等を行う。 
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 〇保健医療分野の電子署名基盤整備事業  ９０百万円  

電子文書の改ざん等は、患者等の安全を脅かすものであり、電子文書の真正性担保は医療

安全の観点からも医療DXの推進に向けても電子署名は重要な基盤インフラとして捉えてお

り、医療分野の特性を念頭に置いた電子署名基盤の環境整備を行うための調査研究事業を

実施する。 

 

 〇医療機関におけるサイバーセキュリティ確保事業 １，３０４百万円  

医療機関等におけるサイバーセキュリティの更なる確保のため、外部ネットワークとの

接続の安全性の検証・検査や、オフライン・バックアップ体制の整備を支援する。 

 

 〇全国医療情報プラットフォーム開発事業 ６，０２２百万円  

医療ＤＸの推進に関する工程表に基づいて、オンライン資格確認等システムを拡充し、保

健・医療・介護の情報を共有可能な「全国医療情報プラットフォーム」を構築する。具体的

には、電子カルテ情報等を共有・交換する電子カルテ情報共有サービスを構築する。 

 

 〇電子カルテ情報共有の運用に向けた環境整備事業 ５０３百万円  

地域を限定したうえで、電子カルテ情報共有サービスを先行導入可能な医療機関を対象

に、効果的な電子カルテ情報の共有を実現するため、システム及び運用面での検証・課題収

集を行うとともに、その結果を踏まえ、必要な対応を行う。当該サービスを活用した先進的

な取組・優良事例を収集することにより、活用促進の方策についてとりまとめ、併せて広報

を行う。 

 

 〇標準型電子カルテα版整備事業 ○デ  ８７１百万円  

医科診療所向けに標準規格に準拠したクラウドベースの電子カルテ（標準型電子カルテ）

の開発を進めているところ、令和６年度末から一部の医療機関で行う試行実施を踏まえ、課

題収集とともに、必要なシステム改修等を行う。 

 

 〇医療安全の更なる向上・物流DX の推進に資する製品DB の構築事業 

 １９２百万円  

GS１標準バーコードの更なる有効活用を推進するため、製品情報をリアルタイムでアッ

プデートできる製品データベースの構築を行い、取り違えの防止や回収ロットの特定など

の医療安全の更なる向上、医療機関等における在庫管理業務や受発注業務等の業務効率化

につなげる。 

 

 〇地域医療情報連携ネットワーク調査事業 ３０百万円  

各地域に存在する地域医療情報連携ネットワークの運営主体や利用者に対し、アンケー

トやヒアリング等の調査を実施する。それぞれの稼働状況や運営方法等を把握し、全国医療

情報プラットフォームとの役割整理等を検討する。 

 

 〇電子カルテ情報等分析関連サービス構築事業 ○デ  ６１６百万円  

公的DB等を一元的かつ安全に利用・解析できる情報連携基盤の構築や電子カルテ情報共

有サービスで共有される情報の二次利用を可能とすることの必要性が指摘されている。情

報連携基盤及び臨床情報に関する大規模なデータベースの構築を行うため、構築に先立つ

調査設計を行う。 
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 〇次世代病院情報システムの運用性に係わる検証及び、標準コードの適格管理体制の在り方

等研究開発 ○デ  ５００百万円  

現在のオンプレミス型システムを前提とした病院情報システム方式では、複雑化・老朽

化・ブラックボックス化し、①セキュリティ面での脆弱性、②システム関連費用の高騰、③

システム人材の確保が困難といった構造的課題・リスクがあることから今後、クラウドで提

供されるAI等、新たなデジタル技術を適用していくための調査検証を行う。 

等 
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４ ．各種施策 

 

１ 
死因究明等の推進  ２７４百万円（２８１百万円） 

うち、デジタル庁計上予算９百万円 
 

死因究明等の推進を図るため、行政解剖や死亡時画像診断等の検査、死因究明等推進地方協

議会の下で開催される研修を実施するために必要な経費の支援、検案する医師の資質向上、地

域における死因究明の拠点整備のためのモデル的な取組など、必要な施策を講じる。 
 

【死因究明等の推進関係の主な予算の内訳】 

・異状死死因究明支援事業  116百万円 

・死体検案医を対象とした死体検案相談事業 27百万円 

・死体検案講習会費 20百万円 

・死亡時画像読影技術等向上研修経費 11百万円 

・死因究明拠点整備モデル事業 78百万円 

 

２ 

国立ハンセン病療養所における良好な療養環境の整備  

 ３０，９５５百万円 （３０，３９３百万円） 

うち、デジタル庁計上予算４４百万円 
 

国立ハンセン病療養所において、入所者の療養環境の充実を図るため、医療及び介護に関す

る体制の整備及び充実に必要な経費を確保する。 
 

３ 国立病院機構における医療政策等の実施 １，１８４百万円 （１，１８４百万円）  

 

国立病院機構の円滑な運営に必要な経費{エイズ対策関係事業、臨床研究事業（脊髄損傷や

アレルギー疾患等の特定分野の高度医療実践拠点化等）、医療廃棄物処理経費等}を確保する。 
 

４ 経済連携協定に基づく取組み等の円滑な実施 １６７百万円 （１６７百万円）  

 

経済連携協定（EPA）に基づきインドネシア、フィリピン、ベトナムから入国する外国人看護

師候補者について、その円滑かつ適正な受入れ及び受入れの拡大のため、看護導入研修を行う

とともに、受入施設に対する巡回指導や学習環境の整備、候補者への日本語や専門知識の習得

に向けた支援等を行う。 
 

【経済連携協定関係の予算の内訳】 

・外国人看護師・介護福祉士等受入支援事業 63百万円 

・外国人看護師候補者学習支援事業 104百万円 
 

上記以外に医療提供体制推進事業費補助金26,655百万円を活用 

○事業メニュー 

外国人看護師候補者就労研修支援事業 
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５ 「統合医療」の情報発信に向けた取組 １４百万円（１０百万円） 

 

「統合医療」の有効性や安全性に関する学術論文等の情報を収集し、それらの信頼性（エビ

デンスレベル）の評価を行うために必要な支援を行う。 
 

６ 
第２期復興・創生期間における地域医療の再生支援 ３，４９４百万円 （２，１２８百万円）  

  ※東日本大震災復興特別会計に計上  

 

福島県の避難指示解除区域等における地域医療提供体制の確保のため、第２期復興・創生期

間においても引き続き必要な支援を行う。 
 

７ 立入検査実施にかかる監視員の研修事業 ３百万円 （３百万円） 

 

医療法に基づく立入検査について、監視員の検査の実施にあたり、近年、習熟しなければな

らない知識も複雑多様化していることから、監視員の質の向上及び指導の標準化を図るための

実効性のある研修を実施する。 
 

８ 地域医療基盤総合推進調査事業 ２３百万円 （３０百万円） 

 

医療政策全般にわたり引き続き解決すべき課題や新たに生じた課題について、エビデンスに

基づいた施策の推進に資するよう、現地調査等の実態把握や試行的取組等を通じた提言を得る

ことを目的とする事業に対して支援を行う。 
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【令和６年度補正予算  ９，５９５百万円】 
 

 〇国立ハンセン病療養所入所者の療養環境改善・安全対策 ２，０６０百万円  

国立ハンセン病療養所の施設に係る保安整備等を行う。 

また、入所者の安全確保強化として、地震等に備えた入所者及び職員の避難対策に関す

る調査や検討等行い、併せて、認知症の入所者の増加を踏まえた安全確保対策等を講ず

る。 

 

 〇独立行政法人国立病院機構災害復旧支援事業 ５２４百万円  

令和６年に発生した石川県能登地方を震源とする地震によって被災した（独）国立病院機

構において、地域医療や国の医療政策（セーフティネット分野の医療（重症心身障害等））

を安定的かつ継続して実施するため早期に災害復旧を完了する必要があることから、復旧

のための支援を行う。 

 

 〇災害・感染症対策に係る施設設備整備事業 ５，９５２百万円  

昨今の我が国における自然災害の発生頻度・被害の甚大化傾向や新型コロナウイルス感

染症対応時の課題を踏まえ、国立病院機構が公的医療機関として今後も災害や新興感染症

等の有事に直面したとしても、適切な医療を継続的に提供し、地域の医療拠点としての役割

を将来も安定的に維持する必要がある。昨今の自然災害の頻度や甚大な被害、厳しさ増す安

全保障環境を念頭に、今後３０年で７割から８割の確率で発災するとされる首都直下型地

震及び南海トラフ地震などの対応、大規模水害、新興感染症等の有事に備えるために必要な

整備を行う。 

 

 〇適切な診療・施術を受けるための機会の選択等に資する広報・実態調査等事業 

  ２０１百万円 

国民が、安心・安全に適切な医業類似行為及び美容医療等並びにオンライン診療といった

診療・施術を受けるための機会を選択できるよう広報を行うと共に、オンライン診療や美容

医療等の実態及び施術所の広告の実態についての調査等を行う。 

 

 〇医師等国家試験受験手続オンライン化事業 ○デ  ２６０百万円 

デジタル社会の実現に向けた重点計画（令和６年６月21日閣議決定）に基づき、医師等

国家試験受験手続をオンライン化する。 

 

 〇医師等国家資格のオンライン申請に係る免許登録管理システム改修事業 ○デ  ４３百万円 

国家資格等情報連携・活用システムと現在、籍簿を管理している医師等免許登録管理シス

テムと資格データを連携することによって、検出された課題点を改善し、より効率的な登録

業務ができるシステムへの改修を行う。 

 

 〇医師等の各種申請手続きのオンライン化に伴うキャッシュレス決済環境の整備経費  

  ５８百万円 

各種申請のオンライン化に伴い、受験手数料や免許登録税をオンラインで決済可能とす

る。その際の受験申請手続及び資格申請手続におけるキャッシュレス決済及び住基照会手

数料等にかかる費用を負担する。 
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 〇新規免許登録事務支援事業 １２百万円 

医師等の国家試験に係る各種免許の登録にあっては、申請者や医療機関への影響が大き

いことから、速やかに免許登録まで行う必要がある。そのため、免許申請の審査等を行う期

間の体制を強化する必要があることから、新規免許登録事務支援事業を行う。 

 

 〇医師等免許登録・国家試験関係システム調査研究・調達支援事業 ○デ  ６７百万円 

各府省庁や地方公共団体の情報システムにおいては、「デジタル社会の実現に向けた重点

計画」（令和５年６月９日閣議決定）に基づき、ガバメントクラウドへの移行が推進されて

いる。医師等免許登録管理システム等においても、業務の見直し及び費用削減の努力を徹底

した上で、第二期共通PF等からガバメントクラウドへ移行することとしているため、移行

方法等の調査研究を行う。 

等 
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２．補助金等の適正な執行について 
（１）令和６年度予算の執行について（交付額の確定関係） 

令和６年度予算については今後、交付額の確定に関する作業を実施していく

こととなる。 

各都道府県におかれては、令和７年４月 10 日（木）までに事業実績報告書が

提出できるよう補助事業者に早期の提出を促す等、準備をお願いする。 

また、医療施設運営費等補助金や医療施設等設備整備費補助金、医療施設等

施設整備費補助金、医療提供体制施設整備交付金（ハード交付金）、医療提供体

制推進事業費補助金（統合補助金）など大部分の補助金は概算払いであるため、

令和７年３月末までに国庫から都道府県の口座へ必要な額を受入る必要がある。 

例年、年度内の「受入れ漏れ」が発生しており、概算払いができない事態が

生じているため、都道府県内部の関係各課への周知の徹底をお願いする。 

ただし、令和７年度へ繰越を行う事業分については、当該年度の国庫財源と

して活用することから、受入れをしないように御留意いただきたい。繰越手続

については、各都道府県に事務委任されているところであり、各財務局への協

議について遺漏なきようお願いする。 

なお、決算関係作業に伴い、不用・繰越が発生している場合には、その理由

等に関して調査を行うので、御協力をお願いする。 

 

（２）令和７年度予算の執行について 

    各補助事業において、要望額が予算額を超過した場合は、令和６年度と同様

に限られた財源の中で執行することとなり、調整の結果、要望に添えない場合

もあるので予め御了知願いたい。 

一部の都道府県において書類の提出が遅延すると、結果として全体の作業ス

ケジュールが遅れることになるので、各都道府県におかれては作業の進捗状況

を適切に管理し、事業計画書、交付申請書等の提出期限を厳守いただき早期執

行に協力をお願いする。なお、令和５年１２月２８日に交付決定等の早期化に

関して連絡しているところ、現時点での執行スケジュールは以下のとおり。各

都道府県において円滑に手続きが実施できるように準備願いたい。 

・医療施設運営費等補助金 

 申請受付  ７～９月頃 

・医療施設等設備整備費補助金 

 募  集  ２～４月中旬頃  申請受付 ６～７月頃  

・医療施設等施設整備費補助金 

 募  集  ２～４月中旬頃  申請受付 ６～７月頃 

・医療提供体制施設整備交付金（ハード交付金） 

 募  集  ２～４月中旬頃  申請受付 ６～７月頃 

・医療提供体制推進事業費補助金（統合補助金） 

  募  集  ２～４月中旬頃  申請受付 ６～７月頃 
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（３）事業計画等の精査にあたって 

   補助事業の執行にあたって、事業計画を提出いただく際には、要望額を十分に

精査し、事業費の過大な見積もり等により補助事業の効率的な執行が妨げられる

ことのないよう、真に必要な事業に特化して要望するようお願いする。 

（参考） 

・医療提供体制施設整備交付金（ハード交付金） 

令和６年度 予算額約 27 億円（前年度からの繰越分を含む）、 

要望額約 51 億円 

令和７年度 予算案額約 38 億円 

・医療提供体制推進事業費補助金（統合補助金） 

令和６年度 予算額約 261 億円、要望額約 377 億円 

令和７年度 予算案額約 267 億円 

また、昨年度に引き続き今年度においても、内示額を下回る交付申請をした

事例があったため、事業計画と交付申請の内容が著しく異なることがないよう

に精査願いたい。内示額を下回る交付申請を行った都道府県においては、次年

度以降、補助金交付の際に考慮した上で配分する可能性があるので御留意願い

たい。 

 

（４）財産処分について 

財産処分については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第 22

条により、各省各庁の長の承認を受けずに行ってはならないことと規定され、

平成 20 年４月 17 日医政発第 0417001 号厚生労働省医政局長通知「厚生労働省

所管一般会計補助金等に係る財産処分について」（最終改正：令和５年８月 30

日医政発 0830 第６号）により処理しているところであるが、近年、承認申請が

事後に行われる案件が増加しているため、例えば交付決定通知と同時に財産処

分手続きに係る通知の送付や、医療施設からの転用を行う手続きの窓口となる

政令市や保健所等に転用の申請があった際は情報提供いただく等、事前申請の

徹底が図られるようお願いする。 

財産処分については、慎重な審査を行うためにも処分予定期日までに余裕の

ある申請（原則、処分予定日の２カ月前まで）をお願いする。ただし、早急に承

認が必要な案件については、個別に御相談いただきたい。 

 

（５）会計検査院による指摘等について 

 補助事業の執行に当たっては、大部分の補助事業者・間接補助事業者等は、関

係法令、実施要綱、交付要綱、交付決定の際に付された条件等に従って執行して

いただいているものと考えているが、会計検査院等から不適切な補助金の執行な

どについて指摘を受けている例がある。また、会計検査院による指摘以外にも補

助金の執行について問題のある事例が発生しており、一部取り消しや減額、加算

金を付しての返還命令等の処分が実施されているところである。 
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これまでも、会計検査院等から指摘があった場合はその都度、不適切な事例や補

助金の適正な執行について周知を図ってきたところであるが、改めて、会計検査院

や総務省から過去に指摘のあった主な事例や留意事項について以下に挙げたの

で、各都道府県においては、これらの点に留意し、補助金の審査体制を整えるとと

もに、必要に応じ過去の補助金の総点検や補助事業者等に対する現地調査を行う

など、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律第３条第２項に定める趣

旨を踏まえて補助事業等の適正な執行に努め、またこれらの補助金の適正な執行

については、補助事業者・間接補助事業者等に対し、必ず周知されるようお願いす

る。 

 

  厚生労働省としても、今後も補助事業等の執行状況について、必要に応じて現

地調査等を実施する予定なので、御了知願いたい。 

 

ア．都道府県等における留意事項 

（ア）交付申請時における十分な審査 

（適正な対象経費の計上、適正な費用算定方法、事業の利用見込又は過去の

実績等を踏まえた実効性 等） 

 

（イ）実績報告時における審査 

（事業実施状況の確認、交付申請時に審査した事項の再確認、契約書等証拠

書類との整合性 等） 

 

（ウ）定期的な監査等による点検 

（補助事業者における書類等の整備、事業目的にあった効率的な活用状況 

等） 

 

（エ）補助事業者等に対する指導 

（補助事業者等として遵守すべき事項の周知 等） 

 

イ．過去に会計検査院や総務省から指摘のあった主な事例 

（ア）救急医療情報センター運営事業（医療提供体制推進事業費補助金） 

a．情報システムや専用端末の利用が低調であり、センターの目的である救

急医療・災害医療に係る総合的な情報収集及び提供機能が十分果たされて

いないことから、利用率向上の取り組みが必要と指摘された。 

b．兼務者の人件費を按分せずに全額補助対象経費として計上したため、一

部が補助対象外となった。 

 

（イ）救命救急センター運営事業（同） 
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a．ドクターカーの運転手の確保に係る経費の算定が不適切であり、交付決

定の変更（減額）が必要になった。 

b．補助対象経費の算出が過大（減価償却費の計上に当たり国庫補助を受け

た財産に係る分を計上、給与費から控除すべき手当を控除しない等）であ

り、交付決定の変更（減額）が必要になった。 

c．選定額の算出方法に誤り（基準額と差引事業費の多い方を選定）があり、

交付決定の変更（減額）が必要になった。 

d．補助対象経費の積算が過大（借入利息を計上等）であり、交付決定の変

更（減額）が必要になった。 

e．収入額に手術料、麻酔料等の診療収入を計上していないため、交付決定

の変更（減額）が必要になった。 

F．新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）の病床確保料

の対象となっている病床と同一病床に対して補助を行っていた。 

 

（ウ）休日夜間急患センター設備整備事業（同） 

管理台帳を作成していなかったため、実績報告の担保が取れなかった。 

 

（エ）共同利用施設設備整備事業及び救命救急センター設備整備事業（同） 

内示通知前に購入した医療機器について、契約日を内示日以降の日付に改

ざんする等した事業実績報告書等を提出することにより補助金の交付を受

けていたため、交付決定の取消し及び補助金の返還が必要となった。 

 

（オ）専門医認定支援事業（医療施設運営費等補助金） 

  補助対象経費の積算が過大（旅費の計上にあたり事業に関係しない旅費を

計上）であり、一部が補助対象外となった。 

また、補助対象経費の積算において重複（プログラム毎の従事時間を重複

計上）し、再確定及び補助金の返還が必要となった。 

 

（カ）医療施設近代化施設整備事業（医療提供体制施設整備交付金） 

事業の一部（電子カルテ等の整備）が未実施であり、補助要件を満たして

いなかった。 

 

（キ）地域医療再生基金事業（基金） 

 a．内示通知前に購入した医療機器について、契約日を内示日以降の日付に

改ざんする等した事業実績報告書等を提出することにより助成金の交付

を受けていたため、交付決定の取消し及び助成金の返還が必要となった。 

  

b．複数の請負業者と契約を締結し、請負契約が全て完了したとして実績報

告書等を提出していたが、一部の契約については年度末までに完了してい
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なかったにもかかわらず虚偽の実績報告等を提出していたため過大に取

り崩されて使用されているとして不当と認められた。 

 

（ク）小児救急医療支援事業（H26 年度廃止（医療提供体制推進事業費補助金）） 

診療日数の算定方法に誤りがあったため、交付決定の変更（減額）が必要

になった。 

 

（ケ）第二次救急医療施設勤務医師研修事業（H26 年度廃止（同）） 

a．補助対象外の経費を補助対象経費として計上したため、交付決定の変更

（減額）が必要になった。 

b．県が実施主体であるにもかかわらず県職員に謝金を支払ったため、交付

決定額の変更（減額）が必要になった。 

c．委託先の講師謝金単価が県よりも高額の事例があり、調整が必要となっ

た。 

 

（コ）児救急地域医師研修事業（H26 年度廃止（同）） 

補助対象経費の支出を裏付ける証拠書類が残されていなかったため、実績

報告の担保が取れなかった。 

 

（サ）看護師等養成所運営事業（H26 年度廃止（医療関係者研修費等補助金）） 

   補助金の経理において、補助の対象とならない経費を補助対象経費に含め

るなどしていたため、補助対象事業費の精算が課題となった。 

 

ウ．その他、問題になった事例 

 （ア）へき地歯科巡回診療班運営事業 

（H26 年度廃止（医療施設運営費等補助金）） 

   補助事業において県職員による横領、不適切経理が行われた。（厚生労働

本省による立入検査実施） 

 

（イ）看護師等養成所運営事業（H26 年度廃止（医療関係者研修費等補助金）） 

   養成所の合併に起因する混乱から、補助金事務に必要な経理関係の書類が

一部紛失した。（厚生局による立入検査実施） 
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【参考】補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（抄） 

（昭和三十年八月二十七日法律第百七十九号） 

 

（関係者の責務）  

第３条 各省各庁の長は、その所掌の補助金等に係る予算の執行に当つては、補助金

等が国民から徴収された税金その他の貴重な財源でまかなわれるものであるこ

とに特に留意し、補助金等が法令及び予算で定めるところに従つて公正かつ効率

的に使用されるように努めなければならない。  

 

２ 補助事業者等及び間接補助事業者等は、補助金等が国民から徴収された税金その

他の貴重な財源でまかなわれるものであることに留意し、法令の定及び補助金等の

交付の目的又は間接補助金等の交付若しくは融通の目的に従つて誠実に補助事業

等又は間接補助事業等を行うように努めなければならない。 

 

（補助金等の交付の条件）  

第７条  各省各庁の長は、補助金等の交付の決定をする場合において、法令及び予

算で定める補助金等の交付の目的を達成するため必要があるときは、次に掲げる事

項につき条件を附するものとする。  

（中略） 

２  各省各庁の長は、補助事業等の完了により当該補助事業者等に相当の収益が生

ずると認められる場合においては、当該補助金等の交付の目的に反しない場合に

限り、その交付した補助金等の全部又は一部に相当する金額を国に納付すべき旨

の条件を附することができる。  

３  前二項の規定は、これらの規定に定める条件のほか、各省各庁の長が法令及び

予算で定める補助金等の交付の目的を達成するため必要な条件を附することを妨

げるものではない。  

４  補助金等の交付の決定に附する条件は、公正なものでなければならず、いやし

くも補助金等の交付の目的を達成するため必要な限度をこえて不当に補助事業者

等に対し干渉をするようなものであつてはならない。  

 

（財産の処分の制限）  

第２２条  補助事業者等は、補助事業等により取得し、又は効用の増加した政令で

定める財産を、各省各庁の長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。ただし、政令

で定める場合は、この限りでない。 
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３．消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書の処理について 

 

 医政局が所管する補助金等に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）

の仕入控除税額については、各交付要綱の定めるところにより補助事業者（間接補助

の場合は間接補助事業者をいう。以下同じ。）から報告書を提出いただき、その全部

又は一部を国庫又は都道府県に納付することとしているところである。 

 当該事務については各都道府県の御協力をいただき、提出された報告書に係る作業

を順次進めてきたところであるが、以下のような課題も発生しているため、各都道府

県におかれては御留意の上作業を行っていただくようお願いする。 

 

（１）報告書の確認等について 

    仕入控除税額報告書の必要書類及び返還金の計算方法については、平成 17

年９月 20 日医政発第 0900006 号「医療施設等施設整備費補助金、医療施設等

設備整備費補助金等の消費税及び地方消費税に係る事務処理の適正化につい

て」によりお示ししているところであるが、書類の不備や計算方法の誤り等が

少なからず発生しているところである。 

    各都道府県においては、当該医政局長通知を再度ご確認いただいて作業を行

っていただくとともに、ご不明な点があれば、随時医療経理室決算第一係まで

お問い合わせいただくようお願いする。 

 

（２）予算措置について 

    国庫への返還金については都道府県において予算措置を行う必要があるた

め、返還金が生じる報告書を提出いただいた場合は、国から返還命令を発出し

た後、すみやかに返還手続きを行えるよう、予算措置について報告書の提出と

併せて準備をお願いする。 

なお、返還時期については例年３月中旬～４月中旬となっているため、都道

府県において担当者の人事異動等があった場合においても、担当者間で適切に

引き継いでいただく等、返還手続に漏れがないようお願いする。 

 

（３）補助事業者への周知について 

    医政局所管の補助金については仕入控除税額に係る返還の規定が全ての交

付要綱に定められているところである。各都道府県におかれては適宜注意喚起

等を行っていただき、報告書の提出漏れのないよう周知をお願いする。   

 

（４）報告書の提出について 

    報告書の提出時期については、各補助金に係る交付要綱において、補助事業

完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方消

費税に係る仕入控除税額が確定した場合には速やかに、遅くとも補助事業完了
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日の属する年度の翌々年度６月 30 日までに報告しなければならないと定めら

れている。 

    しかしながら、相当以前の事業年度に係る報告書が提出されることが少なか

らず生じており、またこれは単純な遅延という問題に留まらず、仮に間接補助

事業者から提出のあった報告書が都道府県に滞留していた場合、報告書の紛失

という事態も引き起こしかねないため、適切な対応をお願いする。 

 

（５）基金事業の場合について 

    地域医療介護総合確保基金等の基金事業については、「都道府県が事業者か

ら返還させた額を直ちに国に納付する必要がなく、基金に戻して他の計画事業

への有効活用が可能」という点において、一般的な補助金との違いがあること

から、国への事業ごとの仕入れ控除相当額の報告は必要ない。ただし、基金の

効率的・効果的な運用から見ても、事業者から都道府県に速やかに返還させる

必要があるという点では、一般的な補助金と同様となるので遺漏無きようお願

いする。 

        なお、医療施設耐震化臨時特例交付金において会計検査院が検査した結果、 

①事業者から報告を受けていたが返還させていなかった 

②事業者から報告を受けておらず返還させていなかった 

ことにより、基金に積み立てていなかった、基金の解散後には国庫に返還して

いなかった、として平成 28 年度決算検査報告において不当事項として記載さ

れていることからも注意をお願いしたい。 
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